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フランス公法および政治制度に対する歴史的研究にとって，大革命期に立
ち返った検討は「祖型」の探求に他ならない。本稿が検討対象とするフラン
ス大臣責任制に関しても事情は異ならない1）。無論，大革命以前にあって
も，大臣責任に関する重要事例は絶無ではないが2），「1789」という年号が
「フランス公法の断絶点」3）であり，観察者の眼差しが断絶点の此方に在る以
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上，大革命期への検討は格別の重大性を持つ。本稿は，フランス大臣責任制
の原初形態の探求を主題として，所謂憲法制定国民議会 Assemblée natio-
nale constituante という歴史的段階を検討領域とする。本稿の関心において
は，大革命のかかる段階は，そこでの政治的思惟とその具体的な現象形態に
関し，次の二点において，フランス大臣責任史における顕著な特質を有して
いる。
第一に， 大臣の 「刑事責任」 と大臣の 「政治責任」 という， 大臣責任の基本
的二類型が出現し，共起した点において。同時期において，二類型の基本的
性格―多分に「理念型」としての―が設定された。その後のフランス大
臣責任制は，この両極の間で揺れ動くこととなる。第二に，大臣責任におけ
る「刑事責任」卓越的な第一のサイクルが開始されたという事実である。フ
ランスに議院内閣制が定着し，弾劾的手法に拠らない大臣への問責4）が多か
れ少なかれ確立するのは，勅語奉答と大臣質問という手法が基本的政治マ
ニューバとして定着を示すに至った七月王政期を俟たなくてはならない。こ
の段階に至るまでのフランス政治生活においては，大臣責任の原理的問題に
関しては刑事責任に基づく把握が支配的であったのであり，本稿の検討領域
はこの歴史的サイクルの始期に他ならない。
本稿は，憲法制定国民議会期における政治的思惟とその現象形態とを検討
することで，大臣責任の二類型が如何なる形で共起し，如何なる形で一方の
他方に対する優越が現象したのか，これらの消息について分析を行う。本稿
が 1789 年から 1791 年という時期を検討領域とする所以は，例えばフランス
大臣責任制，特に大臣の刑事責任に関して第三共和制中盤の時点での歴史的
総括を行ったルイ・フェルステル Louis Ferstel の研究に倣えば， この時期が， 
「請願陳情書 cahier de doléance」 と 「1791 年 9 月憲法」 という，フランス大
臣責任制最初の制度的基盤を生成しているからであり5），しかも，この二つ
の制度的基盤が，非常に特徴的にも，大臣責任の刑事的・個人的性質を短期
間の裡に設定・確立しているからである。これに関して例えば， ルネ・カピタ
ンは，大臣の責任 responsabilité は，フランスにおいて議院内閣制が継受さ
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れた当初においては，フォート faute の存在およびそれへの非難 blâme を前
提とし，これらに緊密に結びついていたが，第三共和制の段階においては，
議会と大臣との間における不合意 désaccord のみを与件とする辞職と結合す
るに至った， と述べている6）。他方， カピタンは， 大革命以来， 成文・実定的
法規範が慣習法に対して優越する，所謂法典化の支配的動向が観察されなが
らも，憲法という領域は事情を異とし，しかも，国家法秩序の上流に遡上す
る程に習律の重要性は増すと強調し，議院内閣制における諸問題に具体的事
例を求めている7）。本稿がその分析対象として，請願陳情書と憲法典のみな
らず，種々の政治的思惟，とりわけ議会制定法の制定過程における一次資料
に顕れた動態に着目して行論するのは，カピタンの指摘する事情が，とりわ
け本稿の主題に関して能く妥当するが故である8）。本稿は， カピタンの指摘
するフランス議院内閣制の最初期の段階における消息を実証的に検討しよう
と企図するものである。政治責任原理の否認と刑事責任原理の肯定という制
度的・表層的次元における政治アクターの自覚的な態度を，責任両原理の機
能的次元における交錯という動態的・原理的次元における問題を意識しなが
ら検討することで，フランス大臣責任の史的・理論的展開の中で普遍的に妥
当しうる視座を得ることとしたい。
第 1章　刑事―個人的責任観の生成と受容
1789 年 5 月 5 日の三部会の招集に前後する時期の政治生活の重大問題が， 
その当時，国務評定官 conseiller du Roi と呼ばれていた大臣の責任であっ
た。大臣の責任を如何なる性格のものとして―大掴みにいえば，「刑事―
法」 的把握の可能なものか，或いは，普通法上の把握の射程を超えた何らか
の政治的な仕方でこそ把握されるものか，という態度選択の問題である―
捉えるかという問題に先立って，執行権者としての大臣の活動を，国民代表
によって統制する必要があるという問題意識が，その当時における議論の中
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心を占めていた。このことは， 後述する通り， 請願陳情書 cahier de doléance
の多くの部分が大臣の責任に関する議論に充てられている事実を以て証明さ
れているのである。
本章では，請願陳情書を繙いたうえで，1791 年における四つの制定法を
検討する。この作業は，フランス近代の入口における大臣責任観の原像をそ
れとして認識したうえで，それが制度として如何なる形で同定・確認される
に至ったかを把握する，というものである。換言すれば，フランス憲政最初
期における大臣責任制の原風景を見定める為の予備的考察である。
第 1節　請願陳情書（カイエ）における 
大臣責任像の生成 　
本節では，大革命期初頭の政治的思惟における「大臣責任」は，如何なる
基本的発想に立つものであったか，全国三部会に提出された請願陳情書（カ
イエ）を主たる対象として，確認，分析する。カイエの分析は，大革命初頭
の政治的思惟を最も基底的な次元で表徴する「人および市民の権利宣言」を
読み解くうえで必要である，という点に，検討の端緒を見出す。
周知の通り，「人および市民の権利宣言」は，その第 15 条において「社会
は，全ての官吏に対して，その行政について報告を求める権利をもつ」9）と
規定する。そしてバルナーヴが明言する通り「大臣は公行政の吏員の一人で
ある」から，権利宣言第 15 条は大臣に対しても直接適用される10）。第 15
条の規定は「社会」すなわち「人および市民」の側の権利を宣言するという
形を取るが，権利宣言採択に先立ってシイエスによって公に宣言された処に
鑑みれば，公権力の受託者の側の責任を，その反対側面から言い表したもの
に他ならない11）。従って，権利宣言第 15 条は，大臣の責任について公に宣
言するところにその本質を有するといっても何ら不都合はない。
しかし，権利宣言の特徴として，規定の過度の抽象性・広汎性が存するこ
とは蔽うべくもない。第 15 条は，同条に所謂「権利」の対象となる「責
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任」の定義も，追及方式に関しても，何ら語らないのである。尤も，これは
無自覚故の欠缺ではない。当時の政治アクターは完全に自覚的であり，権利
宣言においては原理原則を定め，詳細に関しては 1791 年憲法への宿題とし
て取り置かれたのであった12）。そこで，1791 年憲法に至るまでの大革命初
期における大臣責任の理念形態を具体的に把握する為に，より詳細なテクス
トである請願陳情書を繙く必要があるのである。カイエは近代フランスの始
期における大臣責任論の祖型を知るうえでの最も豊富な資料であり，カイエ
を拾遺したアルヒーフ・パルルマンテールの最初の 6 巻は，大臣責任論の資
料的宝庫と呼んで差し支えないだけの内容を持っている。
旧体制末期におけるフランス王国の破滅的な財政事情の下，特に目につく
のが，財政運営に関する大臣責任の要求である。公金支出と会計報告に関し
て，大臣の議会に対する説明責任を要求するカイエは数限りない13）。例え
ば，「我々議員は，以下，要求する。三部会が，大臣および，公金の管理に
関してその長として従事する或る一定の人物全てが，毎年，国庫の状況に関
して，そして，当該大臣および人物に委ねられている公金支出に関して，正
確且つ詳細な報告を為すよう命じること。」とアジャン Agen のセネショセ
の貴族が請願するとき，他の地域に目を遣れば，聖職者や第三階級によるほ
ぼ同様の主張が目につく。そして，「大臣は自身の行状 conduite に関して責
任を負う」という主張14）が為されるとき，「行状」とは粗方，財政運営のこ
とである。また，「職務の遂行」15）「法律への違背」16）「国家或いは市民への
権利侵害」17）について大臣は責任を負うとされている。これらは責任の類型
学上，個人的―法的な形で把握される一回性の行為として構成されていると
いってよい。ところが他方で，「国王は決して正しからざるを望まず，決し
て正しからざるを命ずることなし。大臣は国民議会に対して，国王によって
為された違反行為 infraction の全てに関して責任を負う。」とアルトワ Ar-
tois のセネショセの貴族が唱えるとき18），当然，そこでは国王無答責とカウ
ンターパートとしての大臣責任という発想が見出されるのであり，更には，
副署という様式は大臣が無答責の親署者たる国王の責任を裏書きするもので
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あるという意見19）が見出されるとき，カイエにおける大臣責任理解の多様性
と網羅性，そして先進性には真に注目すべきものがあるとの感を強くする。
カイエにおいて展開される種々の大臣責任の性質は，その質量両側面におけ
る多様性故に，統一的把握は容易でない。そこでの振幅の広さは，「大臣，
彼についてカイエが語るところは少ない。彼の責任については能弁であるに
もかかわらず，である。或る者はそこに刑事責任しか見出さない。しかし，
他の或る者は政治責任について語っており，マルセイユの貴族は，三部会に
対する全ての大臣の責任を見出している。議会における議論を支配していた
のは不精確さであった。」20）というデランドルの言によって確認される。と
はいえ，カイエ全体を綜合してみれば，そこで支配的であったのは刑事的・
個人的な大臣責任像である。カイエこそが，大革命初頭における大臣責任の
存在，それが大臣の刑事責任の存在に他ならなかったことを証拠立てている
のである21）。イギリス流の大臣責任制の影響をうかがわせる相当に先進的
な意見も一部には散見されるが，大勢において大臣責任の契機を infraction
という概念に収斂させる見方は強固である。一般市民の普通法上の責任の契
機と，大臣という特殊政治的身分における特殊政治的文脈における責任の契
機が，共に infraction という一個の概念を以て理解されているところに，近
代フランスの大臣責任における最もプリミティブな形態が見出されるのであ
る。
「被治者は治者に対してその統治につき報告を求める権を有す」という権
利宣言の指導的概念が存在し，かかる指導概念は主として大臣の個人的―刑
事的責任という，「法的な仕方で」把握される責任によって担保され，構成
されていたこと。これが人および市民の権利宣言とカイエを比較検討するこ
とで導き出される理解である。
第 2節　制度による受容：刑事責任としての現象形態
第 1節において如上小括される革命劈頭の政治的思惟は，憲法制定国民議
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会下， 1791 年 4 月から 9 月にかけて， 制度的形態として結晶化する。すなわ
ち，それは時系列順に挙げれば，「内閣の組織に関する 1791 年 4 月 27 日―5
月 25 日の法律」「国家高等院 Haute Cour nationale の組織に関する 1791 年
5 月 10 日―15 日の法律」「1791 年 9 月 3 日憲法」「1791 年 9 月 25 日―10 月
6 日の刑法典」である。これらの立法は，大臣責任の運用に対して不完全な
制度的基盤を提供したに過ぎないが，近代フランス憲政史上最初の大臣責任
制の制度的基盤を構成したものである。そして，これら一連の立法が拠って
立つ大臣責任の認識枠組みは，明らかに刑事的なそれである。そこでの大臣
責任制の法的・制度的基盤が刑事的認識枠組みに立つものとなろうことは，
既に 1789 年夏の段階で予期されていた。1789 年 7 月 6 日に憲法制定国民議
会内の制憲準備委員会が発足しているが，同年 7 月 27 日の議会において，
制憲準備委員会のムーニエ Meunier は，憲法草案を幾らか披瀝しており，
草案第 2章第 7条においては「大臣，王国の権力に属するその他の官吏は，
その位階を問わず，法律に対して自身が犯した全ての違反行為 Infraction に
ついて責任を負う。彼らは，国民代表による訴追に基づいて，かかる違反行
為について処罰される。」22）とされていた。ここでは「違反行為 infraction」
「処罰 punition」といった語が，その背後にある刑事的な認識枠組みの存在
を強く示唆する。その後，同年 8月終わりに制憲準備委員会が提出した新た
な草案は，その第 5条において「……国王の一身は不可侵，神聖である。し
かし，大臣とその他の官吏はその位階を問わず，法律に対して自らが犯した
全ての違反行為 infraction について責任を負う。」23）という規定を示した。国
家元首無答責原理と大臣有責原理が同一条文中に規定されているところに鑑
みれば，同条文を，無答責の国王による行為の責任を大臣に転移させる仕組
みを規定するものと解釈する余地は十分にあろう。しかし，「大臣とその他
の官吏は……法律に対して『自らが』犯した全ての違反行為について責任を
負う。」とされている限り，国家元首から大臣へと責任が「転移する」とい
う政治的な機制が真に認識されていたか疑わしい。なお，後述の通り，国王
との関係における大臣（の刑事）責任の政治的機能という難題は，1791 年 9
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月 3 日憲法それ自体においては，例外的場合における国王無答責原則の放棄
という形で一応の解決を見ている。結局，1791 年 4 月から 9 月の一連の立
法群に至るまでの政治的思惟においては，大臣責任の刑事的機制が専ら思念
されていたと結論付けるべきである。
そして，1791 年の一連の立法群の第一に挙げられるべき「内閣の組織に
関する 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」は，その第 29 条で「大臣は，以下の
場合有責である。第一。王国の憲法と国家の安全に対して彼が犯した全ての
軽罪に関して。第二。個人の自由と財産に対して犯した全ての侵害に関し
て。第三。立法府のデクレなしで行われた公金の出捐の全てに関して。そし
て，彼が行い，或いは助長した，公金の浪費の全てに関して。」24）と規定す
る。同法律における大臣責任の政治的色彩は極めて希薄である。
次いで，時系列の第二位に来る「国家高等院の組織に関する 1791 年 5 月
10 日―15 日の法律」について。同法律の成立は，近代フランス黎明期の大
臣責任制にとって重要である。何故なら―些か逆立した論理だが―大革
命期の政治アクターの多くにとっては，「大臣の負うべき責任とは何か―
大臣の負うべき責任は何によって構成されているか―大臣は何に関して責
任を負っているのか」という命題よりも，寧ろ，「大臣の責任は如何にして
追及されるか―大臣の責任をサンクションする方式・機関は何か」という
命題にこそ， 関心の重点が置かれていたからである25）。国家高等院の組織に
関する 1791 年 5 月 10 日―15 日の法律が成立するに至る過程を見れば明ら
かである。先ず，カイエにおいて，大臣責任の追及方式・機関の態様如何に
関しては，極めて具体的な問題関心の対象となっている。大臣の責任の認識
枠組みが刑事的であるという大前提に立ったうえで，対立軸は「大臣の責任
を通常裁判所に係属させる26）か，それとも何らかの特別の裁判機関を用意
する27）か」という所に引かれていた。何れの立場も具体的な主張として拮
抗していたが，その後のフランスにおける立法者は概ね後者を選択してゆく
こととなる。そして，1789 年 10 月 21 日のデクレ28）によって，大革命後初
めての特別法廷が，国家反逆罪 crimes de lèse-nation を事物的管轄として，
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シャトレ・ド・パリに置かれた。しかし， この特別法廷は短命であり， 翌 1790
年 10 月 25 日の憲法制定国民議会によって廃止されると同時に，その役割は
同日にオルレアンへの設置が決定された臨時特別法廷へと引き継がれた29）。
そして，この臨時法廷は 1791 年 5 月 10 日デクレ（5 月 10 日―15 日の法律）に
よって国家高等院の形態において本格的な組織化を受けることとなった30）。
5 月 10 日のデクレは，その 19 箇の条項によって，大革命初頭のこの段階に
あって比較的詳細な組織化を図っていた。同デクレでは，「国家高等院は立
法府によって起訴された全ての重罪および軽罪を審理する」（第 4 条）とされ
ており，「国家高等院は立法府が起訴のデクレを発したときに限って組織さ
れる。」 （第 5条） とされていた31）。裁判体に関しては，4人の高等判事 grands 
juges と 24 人の高等陪審員 hautes jurés から構成されること，高等判事は破
毀裁判所 tribunal de cassation から抽選され，予審指揮，判決言い渡しをそ
の任務とすること，高等陪審員は立法府選挙の際に，選挙人団によって作成
される名簿の中から抽選されること，そしてその任務としては事実認定が課
されること，これらがそれぞれ同デクレにおいて規定されていた32）。つま
り，国家高等院の裁判権行使の機制は，訴追と予審・裁判の段階とで，その
主導機関を異とする訳である。そして，前者の段階における立法権の自律性
は，「起訴を提起する立法府のデクレは，国王による裁可を必要としない。」
（第 7 条） という規定によって強力なものとされていた33）。しかし，そこで規
定されていたのは， 「形式」 と 「手続」 に過ぎず， そもそもかかる特別法廷が
裁くべき対象（人的，そして事項的な）が何たるかについては何ら敷衍されて
いなかった34）。起訴に関する立法府の自由裁量性に対応する国家高等院の
広範な管轄権が，制度上の大きな欠缺を基礎としていたことは周知の事柄で
あった。シャトレ・ド・パリの特別法廷廃止が決議された 1789 年 10 月 25 日
の憲法制定国民議会において既に，「このような施設を設置するよりも先に
為すべき仕事がある。かかる仕事の最大の基礎が，国家反逆罪について明確
な形で定義を為し，国家反逆罪に対して科されるべき刑罰を規定するという
ことである。」35）と，憲法制定国民議会の大臣責任制整備における 「逆立」 性
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が明快に指摘されていたのである。してみれば，大革命の大臣責任制―取
りも直さずこれは刑事的枠組みを大前提とするものである―は，制度上の
重大な欠缺を無自覚の裡に包含してしまっていたのではなく，自覚的に選択
していたのである。
時系列の第三位に位置する 1791 年 9 月 3 日の憲法は，第 96 条において
「大臣は，自らが犯した国家の安全および憲法に対する一切の罪について責
任を負う。大臣は，所有権および個人の自由に対する一切の侵害について責
任を負う。―大臣は，自身の省の支出に充てられた費用のあらゆる浪費に
ついて責任を負う。」と規定し，近代フランス史上初めて大臣の有責原則を
宣言した。そして，かかる原則の具体的現象形態に関して，同憲法が国家高
等院の組織に関する 1791 年 5 月 10 日―15 日の法律を受けていたことは明
らかである。すなわち，同憲法において二つの形式が明確な形で規定された
のである。第一に，立法府による（王権から独立した）完全な自由裁量として
の刑事訴追，第二に，国家高等院という特別裁判所が，人的・事項的管轄の
特殊性を有するものであること，この二つである。すなわち，第一の基本原
則は，1791 年 9 月 3 日憲法第 122 条の「ただし，立法府は以下の事項に関
する文書は法律として執行されるにあたって裁可を受ける必要はない。―
会議体としての立法府の構成に関する立法府の文書―立法府の内部警察
および立法府が定めた外部的範囲における警察―出席議員の権限の確認 
―（中略）― 大臣の責任に関する文書 act も訴追の必要性を記載するデクレも， 
同様に裁可を受ける必要はない。」との規定により確認されており，第二の
基本原則は，第一の基本原則とも競合しつつ，先ず同憲法第 100 条の「本憲
法は，以下の権限と機能とを，立法府のみに委任する。―（中略）― 第 10。大
臣および行政権に属する主要な官吏の責任について，国家高等院に訴追する
こと。国家の一般的安全または憲法に対する侵害の企図および陰謀の廉で告
訴された者を国家高等院に告発し訴追すること。」という規定により，そし
て，同憲法第 177 条の「破毀裁判所の構成員および高等陪審員によって構成
される国家高等院は，大臣と行政権に属する主要な官吏の軽罪および国家の
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一般的安全を侵害する重罪について，立法府が起訴の決定をした場合に，裁
判権を有する。―国家高等院は，立法府の召集に基づいて，且つ立法者が
議会を開催している場所から 3万トワズの距離をおいていなければ，集会す
ることが出来ない。」という規定により確認されていた。大臣責任と国家安
全への侵害行為とを管轄する特別裁判所としての高等院―より機能的に叙
述するのであれば，「人的・事項的管轄における二重の政治性を帯びた『政
治司法』という営為」36）―というフランス近代立憲政治の伝統は，1791 年
9 月 3 日憲法の成立を以てその祖型の成立を見たのである。
以上，「内閣の組織に関する 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」「国家
高等院の組織に関する 1791 年 5 月 10 日―15 日の法律」「1791 年 9 月 3 日憲
法」という，フランス大臣責任制が大革命において最初に到達した水準を構
成する諸制定法においては，大臣責任の原理的問題に関して，その政治的諸
側面は殆ど等閑に付されている37）。制定法の文面それ自体から，大臣によ
る政策形成責任を，会同する国民代表の討議を通じてサンクションする，と
いう動態を想起することは殆ど不可能である。
ところが，大臣責任に関する三つの法的基礎づけが成立した段において
も，大臣責任はその不可欠の構成要素を未だ決定的な形で欠落させていた。
すなわち，国家高等院における事項的管轄の不分明性である。国家高等院に
係属すべき軽罪および重罪とは如何なる内実を有するのか，という問いであ
る。1791 年憲法自身は，大臣の刑事責任を規定するものの，かかる責任に
対して科されるべき刑罰については規定していなかったのである38）。かか
る問いに答える役割を担ったのが，時系列の第四位に位置する，「1791 年 9
月 25 日―10 月 6 日の刑法典」である。同刑法典は明らかに「内閣の組織に
関する 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」と一対を成しており39），大臣
が訴追を受けるべき刑事犯罪の罪刑に関して法定している。例えば，死刑に
値する罪として「フランスと他国との間での戦争の開始を企図して為され
た，フランスと当該他国との間での条約の毀損，かかる行為に対する署名も
しくは副署」40）， 「立法府のデクレなしで， 法律に関する文書 acte が公布され
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た場合，この文書に対して為された副署」（これは当該文書が憲法適合的な外見を
有しているか否かは問わない）41），「立法府のデクレなしで公布された，租税徴
収，公債発行に関する文書 acte について与えられた命令もしくは副署」（こ
れは当該文書が憲法適合的な法的形式を有しているか否かは問わない）42）等が規定され
た。また，この他にも「執行権から発された文書もしくは命令によって，憲
法が廃止した命令や裁判所その他の公的機関を復活させた場合，かかる文書
もしくは命令に対して為された副署」 （監禁刑 20 年）43），「立法府による許可ま
たは要請なしで，立法府が会同する場所より 3万トワズ内への軍部隊の進駐
の命令，かかる命令への副署」 （監禁刑 20 年）44），「第一次集会，選挙人団集会
への軍隊による威圧の命令，これに対する副署」 （監禁刑 15 年）45），「執行権か
ら発された，個人の自由を侵害する文書に対して為された副署」（監禁刑 12
年）46）， 「その他個人の自由権侵害」 （監禁刑 6年から 2年）47）等が規定された。か
ような規定を置く 1791 年 9 月 25 日―10 月 6 日の刑法典の特異に政治的な
性格は明らかであり，「法典中の 150 の罪刑の裡，82 が政治的性格類型のも
のであった。そこで対象と目されていたのは，大臣と行政権に属する主要な
官吏である。」48）と指摘されている。内憂外患49）の情勢に鑑みれば，道理で
ある。
憲法制定国民議会下に組織された近代フランス政治史上初めての大臣責任
制の制度的基盤は，以上の四つの制定法によって構成されたものである。か
かる制度的基盤には二つの際立った特徴が在った。一つは，その責任事由が
何であれ，刑事責任原理によって把握されていたということである。大臣が
その責任を追及されるべき事由は，法的に構成・把握可能な違法行為から，
憲法に対する侵害や反革命・国家反逆など政治性濃厚なものまで振幅は広い
が， しかし， 「法的な意味での過誤・法的な意味での悪」 と 「政治的過誤―
失政・政治的な意味での悪」とを峻別する見方は確立していなかった。それ
故，大臣に関してその責任が追及される対象は「infraction」という概念に
おいて構成されるのである50）。いま一つは，大臣の責任を刑事的枠組みで
組織・整備してゆく道筋が選択されたにしても，しかし，かかる責任に対す
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る法的基盤の規律密度は必ずしも高くはないということである。寧ろ，同時
代においては，大臣責任制の不完全性こそが確認・指摘されていた。立法議
会におけるエロ ・ード・セシェル Marie-Jean Hérault de Séchelles は「責任に
関する満足な定義が何一つとして存在しない。憲法を一読してみると，この
責任という言葉はしばしば用いられている。しかし，この言葉についての説
明が全く為されていないのである。成程，責任なる概念が存在すること自体
は疑う余地がない。しかし，この概念の本質とは何か，このように自問する
ことになるのである。」51）と指摘している。つまり，1791 年における大臣責
任の制度化は，大臣責任という原理それ自体に対して貢献するところ僅かで
ある。このような消息は 1791 年においても議会内において確かに観測され
ており，「内閣の組織に関する 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」の為の
デクレが審議される過程において，大臣責任についての法的（＝非・政治的）
性格が確認されると同時に，委細を個別法に委任するという方法が採られて
いるのである52）。同デクレ案はデムーニエ Jean-Nicolas Désmeunier が憲法
制定準備委員会の名義で議会に提出したものであるが，彼による， 「先送り」 
の方法に対しては，「責任の諸原理， 諸規定，追及方式と刑罰は，我々が今
まさに取り組んでいる問題と密接に関連している」のであり，大臣責任に関
する特別法の採択が現下の課題であるとする意見が憲法制定国民議会で語ら
れていた53）。しかし，デムーニエによって 4 月に提出された第二次デクレ
案でも委細は刑法典その他の個別法に先送りするという方法は変わらず，大
臣責任に関する根本的な修正は全く為されていない。
しかし，それ以上に確認しておくべき重大な事柄は，当時の政治アクター
の大勢においては，かかる法的欠缺の現状を認識しつつも，必ずしも消極的
には評価していなかったということである。例えば，上掲のエロ ・ード・セ
シェルは「私は……憲法，内閣の組織に関する法律，そして刑法典が，全て
を規定し定義づけたこと，これは明らかであると信じるに至った。これらの
法が規定するのとは別の行き方を想像したいという欲求は私にはすっかりな
くなってしまった。」と告白し，不作為犯，例えば懈怠などを大臣責任制の
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中に規律すべきか否かという問題に関しては「敢えてこれらを列挙するのは
無意味であり，不可能であり，果ては危険なことですらある。」と指摘して
いるのである54）。国民公会議長も務めた彼のかような発言に鑑みると，法
的欠缺は当時の政治アクターの不手際や無自覚性に起因するのではなく，
寧ろ，極めて自覚的に選択されたものとの推定が働く。また，「内閣の組織
に関する 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日の法律」の為の第二次デクレ案がデ
ムーニエから国民議会に提出された際，大臣責任の定式化に対する不十分さ
が指摘されていたにもかかわらず，実質的な修正なしで，後継（するであろ
うところ）の個別の法律に委細を委ねるという方式が，大多数の賛成で採択
されていたところからも55），然りである56）。
従って，フランス最初の大臣責任制を組織した立法者意思を構成したとこ
ろの当時の政治アクターの思惟を総合してみると，大臣職務を統制する手段
としての大臣責任制の為に刑事責任原理が採用され，かかる原理は大臣職務
の統制という目的に合わせて調整された，と小括されよう。無論，現代の眼
からすれば，大臣職務という公人による政治的性格の行為の責任が政治責任
の原理で把握され，政治責任原理に内在する統制の原理―つまり質問・討
議と辞職57）―に従ってサンクションされるのが一般的な道理である。し
かし，フランス最初期の大臣責任制においては，罪刑の法定が網羅的でな
く，あらゆる失政を 「infraction」 という単一概念の中に押し込める括弧付き
の刑事責任原理が「機能的に」政治責任を現象させていた。従って，未だ
「政治責任」という原理を責任類型として確信するまでに至っていなかった
大革命初頭の政治アクターの大多数は，にもかかわらず，一般市民の in-
fraction とは明らかに異なる，特殊政治的階層としての諸大臣による infrac-
tion を統制する為の責任原理が必要であるという感覚に迫られて，規律密
度の低い刑事責任制度を拵え，それを融通無碍に運用してゆくことで，刑事
責任を政治的に機能させるに至ったのである。「確かに 1791 年に確立された
責任の性質が『刑事的 pénal』なものであったと評価することを禁じるよう
な理由は些かも存在しない。しかし，このように責任の性質を見定めた結果
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として引き出されるべき帰結と，大臣がかかる責任に服する結果として引き
出される帰結とは，議会がこれらの問題について如何に考えているかという
事柄とは別の事柄であ」58）るというミシェル・トロペールの言は，如上の事
情を端的に指摘しているものとして読むことが出来よう。
第 2章　政治責任概念に対する自覚的排除の諸相
前章において確認される通り，大革命期初頭の大臣責任におけるライトモ
チーフは刑事責任原理であった。つまり，大臣責任は飽くまでも法的な認識
枠組みの中で理解され，制度上は刑事責任として現象していた。しかもかか
る傾向は自覚的選択の結果であった。本章は，前章において見出された，か
かる「自覚性」を確言する為に，大臣責任論における政治責任原理への自覚
的な排除の動向を確認する作業として構成される。大革命の最初の到達点と
しての 1791 年憲法において，国王無答責原則と有責の大臣による執行権行
使というイギリス流の立憲君主制が規定されながら，政治責任原理を中核と
する大臣責任制が採用されるに至らなかった消息を確認することが本章の目
的である。その為には，先ず，イギリスの国制における大臣責任制について
同定し，それがフランスの知識階層に受容された過程を検討する必要があ
り，次いで，思潮の上では優勢を誇ったイギリス憲政の受容が，1791 年に
おける政治制度として何故フランスでは継受されなかったのか，かかる消息
について具体的に検討する必要がある。
第 1節　イギリス大臣責任制における 
　　政治責任原理とその受容
周知の通り，大臣における「政治責任」という原理―大臣の職務遂行に
関して問われる連帯性を原則とする責任で，国民代表による討議の過程を経
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て，責任主体による辞職によってサンクションされるもの―は，イギリス
大臣責任制の構成要素として，13 世紀の大憲章以来漸う発展してきた歴史
的生成物である。フランスは，その大革命を通じ「国民代表」「国民主権」
といった「国家権力生成」の為の重要な憲法原理を生成したが，生成された
国家権力の頂点における組織化の原理としての議会制度に関しては隣国から
の継受に少なからず拠っている。フランス憲政史において，評価の好悪は別
として，常に参照されてきた大臣の政治責任原理も，イギリス憲政の歴史的
産物に他ならない59）。以下に少しく，弾劾的大臣責任観とその克服として
の大臣責任制成立の消息に関して，イギリス憲政史を概観しておくこととし
よう。
周知の通り，イギリス大臣責任制は，14 世紀から 18 世紀にかけての大臣
弾劾制の上に成立したものであり，上に挙げたような政治責任は 18 世紀に
至って初めて成立した。1376 年のラティマー卿 Lord Latimar に対して為さ
れた実例を嚆矢60）として，同国における大臣弾劾は議会による刑事手続と
しての建前を取りながら，実体は紛れもない政治的責任追及として機能して
いた。国家元首である国王の政策を攻撃する為に間接的に大臣を追及すると
いう手法に出ていたという点において61）， そして， かかる政治的企図故に大
臣に対して向けられた追及対象事由としての刑事責任が不明確なもので事足
れりとされていた点62）において，弾劾は明らかに政治性を有していた。か
かる動態は本稿で検討される大革命期フランスにおける大臣責任制の動態に
も相似している。例えば大逆罪に関しては，1352 年の法令にその姿を現す
が， 「将来において， 現時点では誰も考えもせず， それ故それについて宣言す
ることもないような，各種の事例が生じることであろう。すなわち，大逆罪
に該当することが疑われるが，しかし，上に列挙した事例の中には見出され
ないような事例である。かような事例はそのとき裁判官の前に初めて現出す
ることになろうが，そのとき裁判官は，当該事例が国王の親臨する議会に提
出され，大逆或いは重罪にあたるか否かの判断が為されるまでは裁判しては
ならない。」という条項63）を置いていたように，規律密度が極めて低く，両
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院による融通無碍な運用が可能であった。「政治の次元における効果を生み
出すことを目的とする， 刑法の武器庫から引き出された道具」64）とドニ・バラ
ンジェが示す通り，刑法という言葉しか知らない前近代のイギリス議会人が
政治的追及手法として用いた刑事責任原理は， その後， 1742 年のウォルポー
ルの辞職と 1782 年のノース卿内閣の総辞職を以て，自ら政治責任原理への
変容を遂げる形で，大臣弾劾制から政治責任原理の構成要素とする大臣責任
制へとパラダイム転換を達成した。
かかるパラダイム転換に関しては，その要因を王権の形骸化と庶民院の優
越に求める古典的なエスマンの見解65）と，政治動態を刑法典の語彙で理解
することの限界を議会人が漸う悟るに至った点に着目するバランジェの見
解66）が在る。エスマンの構図の通り，英語を解さない国王の下では政策決
定の実質的主導権は大臣に属するようになり，その限りにおいて，政策決定
の責任についても大臣に直接問う論理的背景が成立していたことは事実であ
る。また，優勢な庶民院は最早実際に大臣を断罪するまでもなく，脅しを以
て臨むだけで，敵対的大臣の排除という目的を達成出来るようになったから
である。国王からの信任を得ていたにもかかわらず，議会からの弾劾の脅し
に膝を屈したウォルポールの辞任劇は，彼個人の辞職に留まっていたが，
1782 年のノース卿内閣は，大臣連の罷免を国王に求める奉答が議決される
に先立って総辞職した。エスマンの見る通り，国王から大臣連への，そして
国王から議会への，政治的主導性の移転が大臣の連帯的な政治責任原理およ
びその組織化としての大臣責任制が成立する背景に存在したといえる。しか
し，両辞職劇がパラダイム転換を刻んだ出来事であったとしても，エスマン
の見る構図を相対化させうる要素が残存していた。大臣の罷免には国王の同
意が要るというハードルがあったのである。バランジェは次のように述べて
いる。「罷免権は未だ不確かなものであった。少なくとも，この権利を行使
するとなれば，国王の自由裁量的な同意に服さなければならなかったのであ
る。このことによって，1783 年から 1784 年にかけての危機という尋常なら
ざる時代の下でも，ただ国王が執拗に抵抗を示したということだけを以て，
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ピット内閣の大臣を得ようとする両院が押しとどめられている情況が目の当
たりにされたのであった。」67） つまり，18 世紀後半のイギリス議会は，大臣
に対する不信任議決権は享受するに至っていたものの，国王による拒否権が
存在していたことによって，罷免権は未だ掌握していなかったのである。そ
して，本稿が検討対象とするフランス革命初頭の大臣責任制組織化の課題に
関して，その当時のフランスの政治アクターが横目に見ていたのは，正に，
以上のようなイギリス大臣責任制の由緒来歴と，その現状としての 18 世紀
後半の大臣責任制の到達水準だったのである。
大革命期のフランス知識階層が受容していた隣国の国制は，彼らにとって
は正に「イギリス・モデル」というべきものであった。この「モデル」がフ
ランス人に与えた影響の強さについて，十分な強調に値する。旧体制下にお
いて，イギリスの国制は明らかに魅力的なオルタナティブと映っていた筈で
ある。例えばモンテスキューが『法の精神』（1748 年）の或る章を―同書の
白眉として同書の名を不朽ならしめている章―殆ど全て，イギリスの国制
を紹介する為に充てていることは周知の通りである68）。モンテスキューに
続いて，ジャン＝ルイ・ド・ロルムが在った。彼の『イギリスの国制につい
て』69）（1771 年）は，国王無答責と大臣責任制とを中核とするイギリス憲政の
生理について活写し，フランス知識人士の間にイギリス・モデルを広めるの
に一役買ったのである。彼らは，これらボルドーやジュネーブの啓蒙家から
仄聞する形で知識を得ていただけではない。ブラックストンの『英法釈義
Commentaries on the Laws of England 』70）（1765～1769 年）は早速フランス語
に訳され，フランス知識階層は，イギリスの国制について，大陸人士からの
人伝に拠らない生の知識に接することが出来たのである71）。自然，「教養あ
る人々はこぞって，イギリス史に親しんでいた。彼らは，17 世紀のイギリ
ス革命およびそこでの共和政の歴史に関して，その当時知られていたことに
関して知悉していた。」72）という状況が生まれたのである。以上のような思
想動向の中で，丁度ネッケルがイギリス大臣責任制についての強いシンパ
シーを隠さなかったように73）， 少なからぬ有力な政治アクターが公権力の組
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織化と運営における直接的な適用を指向したことから，イギリスの国制は大
革命前後のフランス政治生活に直接的な影響を及ぼすこととなった。旧体制
を脱した自国の政治制度の範型がイギリスに求められなくてはいけないとい
う意識は，イギリス流の議会政に必ずしも賛同していた訳ではないムーニエ
をしてさえ，「イギリスの君主政の諸原理に似せることなしに，些かなりと
も完全な形で君主政を組織することなど，叶わぬ願いである。」74）と演説さ
せている。イギリス・モデルが黎明期フランス立憲君主制・議会制に与えた
影響は顕著である75）。それでは，フランス知識階層は，「イギリス・モデル」
の大臣責任原理として把握された政治責任が，如何なる構成要素から成るも
のとして理解していたのであろうか。
イギリス憲政史における大臣責任制が「国王不可侵原則」と「国王責任
の，副署を介した大臣への転移」の相互作用にその本質を見る―今日にお
ける通説的理解の水準である76）。そして，国王は実権を行使してはならず，
下院多数派に権力基盤を置く大臣連によって実権が行使されなければならな
い―かような格率が大革命前後のフランス知識人士においても共有されて
いたことは，ネッケルとその周辺における言説において証拠立てられる。ネッ
ケルは言う。「彼ら大臣たちは有責である。しかし，国王は如何なる訴追に
も，侮辱にも，攻撃にも曝されない。イギリス人たちは，不可分なる統治に
おいては王権が光り輝くものとして在るべきことが肝要であると気付いてい
たのであった……。」77） 統治の安定性にとって王権の安定性が持つ意義が確
認されているのである。ネッケルにおけるかような国王不可侵原則の意義づ
けは，大臣責任が庶民院の優越との関係において理解されなければならない
という命題と有機的に関連付けられている。「イギリスにおいては，大臣は
殆ど何時も議会の構成員である。……イギリスにおいては，たとえ紛議が生
じていても，立法府による決議は十分に良識的である。何故か。政府の長が
引っ切り無しに議会に干渉するということもなく，何故これら決議が確実な
仕方で採択されるのか。フランス人は知らないでいる。」78）「庶民院は……
大臣が涜職の廉を以て罪有るならば，告訴の布告を出せる。尤も，庶民院は
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大臣に対する不満を表明するのに別の仕方を以てすることも可能である。す
なわち，大臣が庶民院の信任を失っている旨宣言するか，或いはただ単に，
議会における審議の折に，大臣の意見を敬遠するという仕方で以て。」79） そ
して，スタール夫人は「イギリスにおいては，最早議会多数派の信任を得て
いないとなれば，大臣はその座より去るものである。」80）と断言している。
つまり，既に大革命の時点において，フランスの知識人士は立憲君主制の要
諦が国王無答責と大臣責任制にあること，しかも大臣責任制にあっては，弾
劾的責任観による刑事責任原理に留まらず，議会による信任付与およびその
撤回を通じた辞職という，純然たる政治的形態のものが存在すること，これ
らの知見をイギリス憲政への観察から得ていたのである。
第 2節　イギリス大臣責任制の継受における 
消極的諸要因　　　　　　
しかし，イギリス大臣責任制が広く知られ，二院制の採用などイギリス流
の立憲君主制を指向する諸人士が大革命下に「王党派 monarchien」として
糾合したにもかかわらず，大臣責任制の継受は王党派主流によって警戒され
ていた。1791 年憲法において，大臣責任制は「等閑視」されたのではなく
自覚的に拒絶されたのである。その背景において作用する諸要因が明らかに
されなければならない。
第一の要因。弾劾的責任観の残存性である。出版されるや 2 年の裡に 20
度も重版され，百科全書派からも絶賛され，18 世紀のフランス知識界に大
きな影響を与えた『法の精神』において，モンテスキューが紹介している大
臣責任原理は，飽くまでも弾劾的責任観のそれである。「……立法府は執行
する者の一身したがって行為を裁判する権力をもつべきではない。執行する
者の一身は神聖でなければならない。なぜなら，彼は立法府が専制的となら
ないために国家にとって必要であり，彼が訴追あるいは裁判されると，たち
まち自由はもはや存在しなくなるからである。……しかし，人間としては法
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律に好意を寄せても大臣としては法律を嫌う有害な顧問官たちがいなけれ
ば，執行する者が執行を誤ることはありえないのだから，これらの顧問官た
ちを捜索かつ処罰して差し支えない。」81） そして，かかる行論は直ぐに弾劾
裁判の正当性を論じる行論へと続いている。従って，モンテスキューにおい
ては国王無答責原理のカウンターパートとして大臣責任制を把握する確固た
る理解があったものの，そこで大臣が負う責任は，刑事責任として理解され
ていた。その用語法に鑑みるに，後年の大臣責任制についての記述は為され
ていないと見るほかない。尤も，1748 年という出版年に鑑みればウォルポー
ルおよびノース卿の辞職から遡ること四半世紀，『法の精神』の著書が大臣
責任制について無知であったとしても道理であろう。フランス大革命におけ
る大臣責任論の動態との関わりにおいて寧ろ重要なのは，フランス啓蒙思想
における不朽の名著の名声を薄からしめるのには全く不十分な半世紀という
年月が，18 世紀後半というイギリス憲政においてもフランス憲政において
も未曾有の大変動期において流れたという事実であろう。その出版から四半
世紀後に，モンテスキューが理解した大臣責任原理のモデルは，その母国に
おいて引導を突き付けられることとなったのにもかかわらず，少なからぬフ
ランス人がモンテスキューの行論を以て最も開明された政治制度の描写と受
け取ったとしても不思議ではない。
第二の要因。イギリスという国家への幻滅である。アラン・ラキエーズは
次のように描写している。「革命時のフランス・エリートたちは，イギリス憲
政の発展における主たる諸側面について無知であった。率直にいって，彼ら
はイギリス・モデルから受けた恩恵に対して以前よりも慎重な態度を取るよ
うになっていた。アメリカ独立戦争以来，イギリス憎しの傾向が蔓延しつつ
あり，このような傾向はイギリスという国への掛け値なしの反発感を惹起す
ることとなった。つまり，イギリス，大西洋の彼方における自由の圧迫者，
といった筆法である。このような感情の蔓延と時を同じくして，イギリスの
政治システムにおける不完全性が知られるようになってきた。例えば，代表
政体はジョージ 3世の個人的政策によって脅かされており，そもそも重大な
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腐敗が代表政体の根元を蝕んでおり，上院には過大とも思われるような地位
が付与されている……。」82） つまり，自分たちがこれまで先進的なモデルと
仰いでいたものが，実際は「抑圧者の体制」に過ぎず，その内実も過大に美
化されてきたのではないか，という幻滅感の広がりである。そもそもモンテ
スキューをはじめとする諸論者は，イギリスの国制に関して過度に美化し，
誇張していたのではないか，という疑義は，エスマンが指摘するところであ
り，ド・ロルムに関しては，彼のイギリスの国制に関する描写は「理想化さ
れ，時代遅れとなった」83）ものであった。実際，18 世紀末に成立したとされ
るイギリス大臣責任制においても，その実情は議会主権の成立というには未
だ甚だ心許なく，議会による大臣罷免は国王の必要的同意という桎梏によっ
て明らかに制限を受けていた。萌芽期のイギリス大臣責任制は，必ずしも弾
劾制に取って代わるだけの制度的安定性を享受してはいなかったのである。
してみれば，フランス知識階層がイギリスにおける大臣責任の最新水準をそ
のまま受容しなかったにしても，『法の精神』における弾劾的責任観の流布
という事情と相俟って，容易に了解出来ることである。
第三の要因。当初からイギリス・モデルの継受を警戒する人物が一定数存
在したこと，である。イギリス・モデルへの信奉者の一団が，イギリス憲政
を自国の立憲君主政の為に大いに参考とすべき，という共通了解を持った
「王党派」を形成するに至った一方，他方では，そもそも異国の国制に胡散
臭さを感じずには居られない人物が存在していたのである。その代表格がシ
イエスであることは，『第三階級とは何か？』，なかでも同書の第 4章を一読
すれば得心がゆこう。同章が「イギリスの憲法体制を模倣すべきだという提
案について」，「模倣心は我々にとって適当な行動指針ではない」との節を含
んでいる点は余りにも象徴的である。彼は問い，批判する。「イギリスの憲
法はそれ自体優れたものであるのか。イギリスの憲法が優れたものであると
しても，それはフランスに適したものであるのか。あれほど賞賛されている
この傑作も，真の政治秩序に関わる諸原理に基づく公正な吟味にはやはり堪
ええないのではなかろうか。おそらく，イギリスの憲法体制が，人治による
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というよりはむしろ偶然や状況の産物であることを，我々は認めることにな
るだろう。」「彼らの国民代表制度を見るがいい。イギリス人自身も認めてい
るように，全ての面においてなんと不出来であることか！」「私は，イギリ
スの憲法体制が，それが確立された時代としては，驚くべき産物であったこ
とを否定しない。イギリスの憲法体制に心服しない一フランス人を嘲ろうと
する者もあろうが，私としては，そこには良き秩序の簡明さではなく，むし
ろ，無秩序に対する予防策の積み重ねがあるだけだ，とあえて言いたい。」
と84）。つまり，経験的に成立した偶然の産物に過ぎない制度を，しかも外
国から継受する，という方法は否定されている。佐藤功は P. W. Bluck と J. 
W. Masland の The Governments of Foreign Powers, 1950, p. 282 を引きなが
ら「根本的にいって，フランスの憲法史とイギリスのそれとを対比して，フ
ランスではフィロソフィーが政治的変革に先行し，イギリスではフィロソ
フィーが政治的変化に追随するといわれる」85）と述べるが，シイエスによる
言説は，かかる事情の一典型例を活写している。
第四， 且つ原理的な次元における窮極的要因。1791 年憲法制定過程におい
ては， 所謂 「消極的 négatif」 な権力分立理解が支配的であったことである。
ただし， 議論は， 権力作用の分立に係る点と， 機関相互の独立に係る点とで， 
区別される。先ず，大革命の同段階における権力分立理解の 「消極」 性は，
1789 年 9 月 4 日の議会におけるムーニエ演説において端的な形で定式化さ
れる。「諸権力の組織の取り合わせは，これら諸権力が決して同一の掌の中
に結集 réunion されることのないような仕方であるべきである。諸権力の結
集或いは混同が見られる所では何処でも，専制が存在する。」86） ムーニエ演
説は，ジロンド派の指導者87），ランジュイネ Jean-Denis Lanjuinais によっ
て「分離は自由の原則。」88）と，支持されており，「分離」指向の普遍性が確
認出来る。
しかし，ムーニエに顕著な「権力分立」観は，新体制安定の要として立憲
君主の位置づけを確実なものとすべき，という党派的利害に規定されてい
る。それ故，1791 年憲法制定を主導した王党派によって追及された権力分
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割の目的は，立法作用が議会によって「排他的に」行使されてはならない，
という大前提を有した。制憲者たちは立法作用を議会に付与し，部分的では
あるが，国王にも付与した。それ故国王は停止的拒否権を介して89），「立法
作用の一部を担当する機関」90）となった。無論，国王にあっても立法権を
「排他的に」行使することが出来ないのは自明である。尤も，本来的な立法
権の主体ではない筈の，執行権者としての国王に対して些か有利な形で裁可
権を付与しようとする王党派の目論みは，制憲議会内部に火種を持ち込ん
だ。「私には，（拒否権は，）国民意思に対して，国民全体に対して投げかけ
られた玉璽令状 lettre de cachet のようにしか見えません。」91）とシイエスは
論難する。この審議においては，君主制に関する二つの異なった観念が強調
されることによって，拒否権が現実味を帯びることとなった。フィリップ・
ジョルダン Philippe Jourdan によれば「一方に，ムーニエによって支持さ
れている立場がある。この立場は，新たに打ち立てられた権威の支えとし
て，立てなおされた王権を中心に，君主制の改革を熱望している。他方に，
シイエスからロベスピエールまでの愛国者 patriotes の立場がある。この立
場は権利宣言の原則に違背するとして，あらゆる拒否権を拒絶する。そし
て，彼らは，国王の中に，国民の憲法的アクトに従属する，作られた機関
oragane constitué しか見出すことがない。」92）とされる。結局，多数者は，
国王の停止的拒否権を支持した93）。つまり，一つの国家作用の全体を単独
で行使出来る機関が何物も存在しなくなった。それ故，1791 年憲法制憲過
程における権力分立観の「消極性」は，作用の分立の観点から見れば相対的
である。作用の分立に関しては，相互干渉―相互抑制による権力の穏和化が
目指されていたのである。かような方法は，急進性を代表しうる恐るべき権
力作用―立法権の棘抜きを可能にする点で，明らかに大革命の一段階におけ
る階級的性格を示していた。
他方，1791 年の制憲過程における支配的な階級利益は，機関相互の独立
が厳密であることを要求した94）。一方では国王に対する立法府解散権の付
与が拒まれながら，他方では国王の一身は，憲法法文によって「不可侵且つ
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神聖」であると宣言された95）。急進化する下層階級と王権との間で均衡を
維持することに要諦を置く階級利益の制度的現象形態に他ならない。機関相
互の独立を確保する為に，国王がその評定官衆を議会構成員の中から選ぶこ
とは禁止された96）。「議会に大臣が出席することを拒否し，議員をして内閣
に入らせることを拒否する態度は，或る種の懸念を表すものである。すなわ
ち，執行権が，自由を犠牲にする形で，立法権を腐敗させるのではないか，
という懸念が。国王への解散権付与の拒否は，国王が再び絶対的権力を回復
する為に解散権を用いはしまいかという懸念を表明している。」97）
従って，1791 年憲法における，議会に対する大臣の政治責任原理の不在
は，見落としではなく，否定による帰結であった。制憲者たちによる自覚的
な選択が，国家機関の相互独立の名の下に為されたのである。国務評定官の
辞職を引き起こすだけの事実上の力を享受していながら，議員たちは制度上
の按配を工夫することで，機関相互の独立を表見的には保障し，王権が自身
の階級的利益に奉仕するものであるよう努めた。ジャン＝ピエール・マシュ
ロンが看取しているように「……内閣による統治を語ろうとする者はそれに
何も望んではいなかった。制憲者たちが打ち立てようとした諸権力間の障壁
は大掛かりであり，内閣による統治について議論しようとするには余りにも
都合が悪かった。」98） 既に挙げた如く，そこに欠点を見出しながら，イギリ
スの統治制度の美質を高く評価したムーニエは，同国の国制に対する正確な
認識者であった。その彼が，躊躇なく大臣の対議会政治責任を拒絶したの
は，以上のような消息が存在したことを考え合わせなければ理解出来ない。
フランスに打ち立てられるべき統治について，彼は次のように強調してい
る。「諸権力の結集は挫かなくてはならぬ。国民議会は執行権と立法権とを
混同することがあってはならぬ。憲法を作るとなれば，そこでは諸権力の
其々に対して限界が設定されなければならぬ。国王陛下の大臣を選任するに
あたって，影響を与える権力を持つのは誰ぞや。国民の尊厳にあらず。この
ことには注意せねばならぬ。」99） かようにして，機関相互の厳格分離におい
て特徴的な権力分立理解は，大臣衆の政治責任原理と原理的な背反関係を見
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るのであり，1791 年の制憲者においては，大臣の政治責任原理に至るまで
隣国から継受する訳にはゆかなかったのである。
弾劾制から大臣責任制にまで達したイギリス憲政史最新の水準は，以上の
如き諸要因を背景にして，新時代のフランスの制度設計の過程では大きく相
対化された。しかし，真正の大臣責任制，すなわち議会に対する政治責任を
以て大臣の責任ある権力行使の生態が生起する政治制度は，如上の「背景
的」諸要因に加えて，大臣が議会に対して政治的に責任ある地位に立つこと
を悉く不可能ならしめる別の「直接的」諸要因によって，その実現の見通し
を欠いていた。
第一に，大臣の責任が，その前提条件たる大臣の政治的自律性を欠いてい
たからである。この事情に関して，1791 年立憲君主制が定める基本枠組み
から説き起こすこととしよう。
そもそも 1791 年憲法が大臣責任に関して語るのは，大臣―国王間関係の
文脈である。すなわち，「政体は君主制である。執行権は国王に委任され，
以下に定める方式により，責任ある
4 4 4 4
大臣およびその他の官吏によって国王の
権限のもとで行使される。」100）（同憲法第 14 条）  そして「大臣を選任し，罷免
するのは国王のみに
4 4 4
属する権限である。」101）（同憲法第 92 条） と，同憲法は規
定する。従って，1791 年立憲君主体制における大臣責任は，憲法規定の上
では飽くまでも執行府内で完結する論理であり，大臣―議会間の文脈は埒外
である。機関相互の厳格分離を制度的に保障するものとしての 1791 年憲法
の基本方針が端的に示されているものといえよう。そこで，大臣責任の論理
はかようにして憲法上は完結しているが，責任の論理としては実がない。直
接的行使者でこそないものの，その主任者として，国王が執行権に関して何
らかの責任を負うという論理はありうる理解であるが，しかし，1791 年の
階級的利益が王権の保全を欲した限りにおいて，執行権に関する責任追及を
奇貨とする議会勢力によって王権の独立性が破壊される状況は絶対に回避さ
れなければならない。そこで， 1791 年憲法は国王不可侵・無答責原則と大臣
の副署制度102）との取り合わせという解答を出した。従って， 責任が国王から
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評定官へと転移される103）。ヴィルヌーヴ Villeneuve は「執行権の長である
国王は，責任を負わない唯一の公務員なのです。責任は大臣に対してのみ問
題となります。従って大臣は，ただ単に国王に仕えている人物なのではなく
て， また同様に国民に対して仕えている人物なのであります。」104）と請願して
いる。副署という形式的手続を通じて，大臣は君主によって為されたアクト
に関する責任をかように裏書きする105）。ある議員が説明している通りであ
る。「……たとえ国王が，自ら，法に対して影響力を与えられるとしても，
権力の保持に不可欠の約束事 fiction によって，何者かが国王に対して助言
を与えることが前提とされる。」106）
署名者たる国王の責任が副署者たる大臣へと転移することによって，実質
的な政治的決定権の転移もまた生じるのか否か。この問題が大臣責任の実質
性を測る際に本質的に重要となる。第一に確認しておかなければならないの
は，責任の転移は執行作用に関してしか関わらず，国王の立法作用への参画
に関しては埒外であったこと107），そして，執行作用は，法律の現実への適
用に過ぎないものとして解釈されていたこと，である。「執行作用が狭く解
されていたので，執行作用は，その保持者がこれこれの政策 politique を決
定出来るという帰結を導き出さなかった。政策の決定は，法律の専権的な管
轄の範囲内のことに属し，政策を決定しようという企ては如何なるもので
あっても憲法に対する重罪を構成することとなり得たのである。……罷免す
る余地などは，なかった。何故なら，執行府による政策など存在しなかった
のだから，それ故，立法府と執行府との間での意見の相違なども存在しな
かったのだから。」108）とトロペールが説く通りである。従って，執行府内部
の論理として大臣が負う「責任」は，前提として責任主体の自律的政策決定
の大幅な余地を要請する程の実のあるものではなかった。従って，大臣が負
う「責任」は，責任主体の自律性を前提としていない点で，真正の責任原理
と見ることは難しいであろう。立法作用―立法府の系統的優位の下に展開す
る憲法政治の中で，執行作用―執行府はそれに従属し，執行府内部では大臣
は国王に従属していた。国王に対しても議会に対しても自律性を発揮し得な
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い評定官衆は，執行権担当者としての大臣 ministre たるよりも寧ろ単なる
官吏 agent として捉えられていたといってよい。
そして，フランスで最初の立憲君主制下において，政治責任の或る種の型
が存在していたとすれば，それは，些か逆説的なことであるが，国王のそれ
であった。事実，1791 年憲法では，不可侵性という大原則に対する極めて
例外的な論理として，国王の政治責任が規定された109）。憲法に対する宣誓
の拒否，撤回（第 5 条），軍隊の長となる行為，或いは国王の名で為されるこ
の種の企てに反対しない不作為（第 6 条），立法府からの招請を無視した不帰
国（第 7 条），これらの条件が一つでも満たされれば，国王は退位したものと
見做される110）。この場合，国王は単なる一市民となり，訴追の対象ともな
りうるのである。従って，国王には憲法尊重擁護義務が課されていたのであ
り，1791 年憲法の制憲者意思は， 国家元首の不可侵性の原則にもかかわら
ず，国王は廃位され得ず罷免され得ない，という風には考えてはいなかっ
た。副署を介した大臣への責任転移のシステムとしての大臣責任制が，無答
責ながらも権威・権力を行使する政治主体の責任という難題への唯一実効的
な解答として用意されてきたものである点に鑑みれば，大臣の責任に関して
議論する意義は些か縮減するのも道理である。
第 3章　勅語奉答に見る政治責任の萌芽と限界
如上，大革命初期における支配的な政治的思惟においては，大臣責任は刑
事責任という原理の側面から専ら把握されており，議会に対して負われ，討
議と引責辞職を以てサンクションされる政治責任という原理は，その存在が
認知されていながら自覚的に拒絶されていた。かかる情況の要因として，
「悪しき大臣」像に呼応した刑事責任原理の分かり易さという素朴な社会通
念的背景，権力分立に関するドグマという理論的背景，議会の支配的地位が
他の責任主体の確立を阻害したという政治動態的背景，王権と急進派との間
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での均衡にこそブルジョワジーが利益を見出したという階級（利益）的背
景，が其々作用していること，これも既に見た通りである。
しかし，1789 年から 1791 年にかけての大革命初頭の段階において既に，
大臣の政治責任は政治動態においては一定程度，その萌芽を見せていた。些
か逆説的ながら，思惟的次元においては明確に拒絶されていた政治責任原理
が，現実動態においては現象していたのである。かかる現象は，議会から
国王に対して為される勅語奉答 adresse au Roi を介して生起した。そして，
1789 年 7 月におけるネッケルの再任，そして 1790 年 10 月のブレスト騒擾
事件という二つの事件において，大臣の選定罷免権者たる国王は議会意思に
従属せざるを得ない状況に追い込まれ，議会意思による執行権の統制が現象
した。政策形成を理由とする大臣の責任に関して議会が統御する―この政
治責任の主意は，革命の初期段階においても或る程度は達成されていたので
ある。そして，1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律が成立することによって，
勅語奉答は法的基盤を獲得する。大臣の政治責任原理は，フランス憲政史上
初めて，実定法上の概念として成立したのである。本節では，以上のような
消息を，1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律を画期とする二つの段階に区分し
て検討し，思念および理念とは次元を異とする政治動態をそれ自体として分
析することにより，大革命初頭における大臣の政治責任原理が有していた射
程と限界とについて計測したい。
第 1節　ネッケル罷免事件およびブレスト騒擾事件 
に見る政治的思惟および動態　　
先ず，1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律成立以前の政治動態に関して検討
しよう。
1791年 3月 7日の会議において， 内閣の組織に関する法律案が提出された
際，報告者は「大臣は，何時であっても報告をせねばならず，立法府からの
告訴に曝されなければならないし，全ての市民から為される損害賠償の訴え
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にも曝されなければならない。任期が終わってからであっても捜索を受けう
る。」111）と述べた。説明責任と，刑事・民事責任とを区別・並置することで， 
大臣に対する告訴を補完する手段を規定すべき旨，強調されている。大臣責
任に関するかような願望を抱く国民議会は，たとえそれが自由裁量的なもの
であったにしても，国王の大臣選定罷免権に対して何らかの圧力を行使せず
にはいられなかった。勅語奉答の技術，すなわち，国家元首に対して，彼の
選定に係る或る大臣が国民の信任を失っていると宣言する技術が，憲法制定
国民議会において出現する。勅語奉答は，一方では，国王に対して解任され
た大臣の呼び戻しを強制する為に用いられた。このマニューバは，早くも
1789 年 7 月には，ネッケルの再任という形で成功を収めている。他方で
は，或る大臣に対する議会の不信任を表明し，国王に対して当該大臣の罷免
を強制する為に用いられた。ブレスト騒擾事件の際には奉答が現職の大臣衆
の辞職へと結びついたので，このマニューバが成功を収めたと見てよい。
1789 年 7 月 13 日の会議において，ネッケル Necker を含む四大臣の罷免
が通知された112）。ムーニエは，罷免された大臣たちの復権を求める旨，ま
た国王がその地位に指名したばかりの大臣に対して国民議会は全く信を置い
ていない旨，国王への奉答を採択するよう提案した113）。大臣の選定は国王
の専権事項だが，しかし，議会の事実上の影響力行使は禁じられていない，
と述べるムーニエ提案への支持があった114）。ラリー＝トランダル Trophime-
Gérard, comte de Lally-Tollendal もまた，国王が自らの意図に従って評定官
を選定するにせよ， 「我々は， 悪しき人々を遠ざけることによって， 国王に対
して善き奉仕者を指し示すことが出来ます。我々は国王に対して，慇懃で，
穏やかで， 恭順な奉答を行うことが出来ます。」115）と述べている。ムーニエ
提案への支持が相次いだ116）。殆ど全会一致で，ムーニエ提案は可決され
た117）。国王は沈黙を守っていたが，議会は決議によって，罷免された大臣
に関する声明を繰り返した118）。そして結局，程なくして国王がネッケル復
権を認めたという報せが入り，審議は直ちに中断した119）。7 月 13 日奉答に
国王が屈する形で事は収められた訳である。
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ネッケル罷免に伴う騒ぎで国王が議会意思に膝を屈して後，次の重大事例
が 1 年余り後に生じる。「ブレスト事件 l’Affaire de Brest」120）すなわち，ブ
レスト港における艦隊の不服従とそれに伴う騒擾に際して，1790 年 10 月 19
日， 20 日の憲法制定国民議会において， 政治責任の動態が新生面を示すこと
となった。外務，拓務，陸軍および海軍の各委員会の名で，ムヌウ Menou
は国民議会に対して報告を行い，その中で，同事件について諸大臣が有責で
あると推した121）。同議員は諸大臣に対して，国政の正常運営の為に必要な
諸措置を講じず，職務遂行において無能さを示したと糾弾した。同議員は諸
大臣が国民の信任を失っている旨，奉答を提案する122）。奉答案は，1789 年
7 月のネッケル罷免の際に引き起こされたのと同様の議論を引き起こした。
1790 年 10 月 19 日，20 日の会議において，権力分立に関する理解の在り
方が主要論題となった。ムヌウ提案を支持する議員は，諸権力の或る程度の
協働は必然であるとし，諸権力の絶対的分離を拒否した。対して，ムヌウ提
案に反対する議員は同提案が権力分立に違背し，憲法に違背すると指弾す
る。王党派のカザレス議員曰く「立法府が大臣の指名権を簒奪したら，執行
権は侵され，二つの権力は重畳し，我々は耐え難い圧政にあえぐことになる
でしょう。」123）といった筆法である。対してムヌウ提案の支持者たち，例え
ばブレヴェ Brevet 議員は「諸権力に対して如何なる接近も連絡も否定する
のは，権力分立に関して無縁の考え方を採ることである。」と述べて反駁し
ている124）。
奉答案に対する反対者たちは，告訴こそが，議会の信任を失った大臣に対
する攻撃手段として議会に与えられている唯一の手段であると主張する125）。
つまり，反対者たちが権力分立の名の下に純粋且つ単純に斥けたものが政治
責任原理であった。彼らにとって責任とは刑事的次元における責任に他なら
ず，立法府の意欲による大臣の罷免に繋がりかねない全ての手段に対して，
反対するのである。例えば，「議会は彼らが罪を犯したときに彼らを『罰す
る faire punir』権限を留保する。しかし，彼らに対する如何なる正式の告発
も為されていないときに彼らを罷免する権限については，そうではない。国
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民議会は彼らの『身柄 leurs têtes』を求めるのであって，彼らの『職務 leurs 
places』を求めるのではない。」126）と。
奉答案支持者たちは，逆に，国務評定官に対する立法府の監督義務を示唆
して再反論する。アレクサンドル・ド・ボーアルネ Alexandre de Beauharnais
は明言する。「我々に付与された権限によって，我々は，憲法を作り，諸権
力を組織し，諸権力を分割し，諸権力に限界を与える権限を持っているのみ
ならず，政府のこれこれの官吏を監督する権限も有している。」127）と。20 日
の会議において，バルナーヴも「国民の機関であり，国王の第一の評定官で
ある我々は，人民の幸福にとって必要な事柄を君主に対して知らせなくては
ならないのだ。」128）と強調する。加えて彼は，勅語奉答こそ君主に対してそ
の評定官についての注意をうながす為に議会に認められた唯一の手段であ
り，刑事訴追と比べると勅語奉答には多くの利点があると強調する。刑事訴
追には時間がかかり，しかも立証のハードルも高い。「使うことの出来る唯
一の手段は正式の告訴である，という声を耳に致しました。しかし，重大且
つ現在の悪がそこに在るというのに，大臣が罪 crime を犯していないとなっ
たら，どうするのです。もし重罪 crime が犯されているとしても，その軽罪
dêlits が隠され，証拠が隠されてしまったとしたら，どうしますか。もし証
拠が正式のもので確かなものであったとしても，その時点において告発する
ことが，国家の安寧を危険に巻き込むような，それとして受け入れ難い権力
の失墜を正当化することになってしまったら，どうしますか。この場合，刑
事訴追の理屈に従えばそれは仕方がないのだということになるのでしょうけ
れども，大臣に対して全般的な不信を述べるよりも寧ろ，国家 chose publique
を崩壊するにまかせるべきだ，ということになるのでしょうか。」129） このよ
うに，バルナーヴは，刑事責任原理は時として不適切な性格を示すことさえ
あると強調するのである。それ故彼は，同責任原理を補完する別の技術に訴
えることを称揚し，大臣の政治責任のイデーに近接する130）。
20 日の会議において一部の議員に関して奉答案から正式に除外すべきと
の提案が出され131），この修正案は圧倒的多数で採択された132）。この評決
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は，この勅語奉答案の表決結果に対して影響を与えた。制憲議会議員たち
は，僅差でムヌウ提案を否決した133）。尤も，ムヌウ提案は諸大臣に自らと
立法府との関係の脆さを痛感させた点で意義があった。この事実は国王宛て
の大臣の書簡に示されている。「過日国民議会において生じた経緯に鑑みま
すに，私どもが議会内の極めて多数の者の信任を最早得ていないと判断する
ことには理由がありましょう。……議会がその判断において，ムヌウ氏が議
会に付託したデクレ案を否決したとしても……ムヌウ氏は，そこでの議論の
残響から，議論において私どもに対して掻き立てられた不信の情の亡霊か
ら，陛下への奉仕における善にとって好ましからざる印象を引き出すことが
出来ます。」134） そして大臣衆は，国王に対して，自分たちへの信任を明示
し，保障するように要請したのである135）。ルイ 16 世は 1790 年 10 月 22 日
付の文書によって，大臣衆への全般的な信任を新たに表明した136）。これに
もかかわらず，海相ラ・リュゼルヌは，翌日，辞職を表明した137）。国王が，
この騒動で最も強く責任を問われていた大臣の辞職を受け入れたことで，事
は収められたかに見えた138）。しかし， 事態は鎮静化しなかった。職務を返上
しなかった大臣衆が，パリのコンミューンから槍玉に挙げられたのであ
る139）。ダントンは，法相シャンピヨン・ド・シセ，陸相ラ・トゥール＝ド＝パ
ン，外相サン＝プリーストに猛攻を加えた140）。ダントンは，これら大臣が国
民の信任を失っており， 罷免されるべき旨， 国王に奉答するデクレを提案す
る141）。制憲議会議員たちは応じなかったが， しかし， 翌日には陸相が辞表を
提出142）， 数日後には法相が143），数週間後に外相がこれに続いた144）。奉答は
採択されるまでもなく，所期の効果を達成したのである。つまり，勅語奉答
は，議員主導での大臣罷免を実現したのである。
しかし，この時点では勅語奉答は飽くまでも例外的な局面で生じた例外的
な政治動態と捉えられていたに過ぎず，大臣問責「制度」として理解されて
いた訳ではなかった点が重要である。後世の公法学者からも，両事件は正に
例外的・情況的なものと見られている145）。勅語奉答は未だ，議員たちの単
なる集団行動に過ぎなかったのである。しかし，如何に例外的であるにせよ
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極めて印象的なこの事件は，大臣責任と問責制度としての勅語奉答とをシス
テマティックに結びつけようという制度的試みへと繋がる。1791 年 4 月 27
日―5月 25 日法律の採択である。
第 2節　1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律第 28 条
そこで，以下に 1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日法律の意義と射程とに関し
て検討したい。同法律は第 28 条で「立法府は国王に対して国王がその大臣
の行為が適切か否かを判断する為に所感 observation を提示することが出来
る。」146）と規定し，これによって初めて「大臣の政治責任」原理が実定法上
に登場した147）。議会は「刑事訴追にまで至らずとも，国王に大臣を罷免さ
せることで，より一層の不信任権を掌握するに至った」148）と評される同法律
を，その制定過程を中心に検討することで，同法律が大革命期大臣責任制に
対して及ぼした射程を同定すべく試みる。
内閣の組織に関する法律について制憲準備委員会によって準備された最初
の案を報告する中で，デムーニエは二つのケースを明確に区別した。すなわ
ち，一方での「無能或いは懈怠 l’impéritie ou la négligence」，他方での，厳
密な意味での「責任 responsabilité」である149）。前者と後者の相違点は，後
者が刑事或いは民事の訴訟によって明確な責任追及が生じるところにある。
「無能或いは懈怠」のケースにおいては，ただ単に議会に対して，国王にそ
の大臣の行状を通報する可能性が開かれるに過ぎない。デムーニエにとっ
て，かかる可能性と大臣の「責任」とは必ずしも自覚的な形では関連付けら
れていなかったかもしれない150）。しかし，その報告においてデムーニエは，
立法府は君主に対して 「その大臣の『行状 conduite』について判断するのに
有用な，更には『罷免 renvoie』について判断するのに有用な奉答」151）を為
すことが出来る，と述べている。ここからは政治責任のイデーの萌芽を読み
取ることが出来なくはない152）。何故ならば，この勅語奉答の手法は議会に
対して，国王に或る大臣の罷免を求める機会を提供するからである。尤も，
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そこでは国王の大臣選定罷免権に対して議会が事実上行使する「政治的圧
力」が思念されているのみであり，国王が直接的な「法的義務」を負うとの
発想はない。
多数派議員が明確な態度を示さないなか，バレール Barrère のみがデクレ
案の第 28 条に対して，制定法の次元でかかる特権を認めるのは危険だと論
難した153）。採決は延期された154）。1 カ月後，デムーニエは改めて，内閣の
組織に関するデクレ案を提出した155）。この 4 月 6 日の会議において，議会
は最初の案における第 28 条を修正して採択することを議決した。そこでは
「奉答 adresses」が「所感 observation」に置き換えられたうえで，原案を修
正して，国王に，国王の大臣たちが国民の信任を失っている旨議会が宣言す
ることを可能としていた156）。従って，採択された第 28 条は議員たちの特権
を拡大させたのだが，依然として，勅語奉答の法的効果に関しては沈黙して
いた。
1791 年 4 月 27 日―5 月 25 日法律第 28 条の射程は後世の諸学説の論争の
的となった。第一の立場から，断定的な形ではないものの，大臣の政治責任
が規定されたと主張される157）。第二の立場からは，それら大臣の政治責任
は如何なるものも認められていない，と主張される158）。第二の議論には，
第 28 条は，（諸）大臣の行状に関する，国王への請願権に過ぎないと考える
論者もある159）。デランドルは，同条項の規定するシステムは大臣に対する
圧力手段に過ぎず，如何なる政治責任も規定されていないと強調する160）。
ミシェル・トロペールは第 28 条の制定過程における或る種の政治的思惑に着
目し，第 28 条の採択に好意的な議員たちは国王特権への支持者であった，
と指摘する。トロペール曰く，彼らは第 28 条に関する審議に前向きであっ
た，というのも，彼らは同条が実効的でないと踏んでいたからである。第
28 条の手続よりもより一層の精密さを持っている以上， 刑事責任の射程が延
伸されることになったら，第 28 条が採択されるよりも寧ろ一層，大臣をし
て議会に従属せしめる結果を招きかねないからである161）。事実，デムーニ
エによって提出された最初のデクレ案に対しては支持を表明しなかった王党
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派人士カザレスは，4 月 6 日の会議においては豹変，第 28 条の採択を支持
するようになった162）。ブリオワ＝ボーメッツも次のように観測している。「繰
り返しになりますが，我々が代表制の運用を習得した暁には，国民からの批
判という烙印を押された大臣が最早長いこと職に留まるのは不可能であると
いうことを，我々は知ることとなりましょう。」163）
トロペールは，それ故，第 28 条によって「大臣を直接罷免する権限が議
会に付与されたなどと議会は思いもせず，奉答権が存在するが故に大臣が政
治責任に服しうるなどとの発想は絶無であった」164）とする。第 28 条の射程
が実効的且つ長大なものであれば，制憲議会多数派は決して採択に出なかっ
たであろう。尤も，第 28 条の実際の射程が具体的に如何程かは不明瞭であ
り，ブレスト騒擾事件に際して既にクレルモン＝トネールが，勅語奉答の帰
結の曖昧性に関して問題提起を行っていた165）。国王は立法府の意見に対し
て従うことを強いられるか，或いは，国王は奉答に係わる大臣の去就の決定
者として留まるか。議会においては後者の解釈が優位を占めていたように思
われる。何故ならば，制憲議会議員の多数派は，国王に対して大臣の罷免を
強制出来るとは考えていなかったからである166）。しかし，「法的な」次元で
は何等の帰結も齎さないものであったにしても，奉答が「政治的な」帰結は
齎すものであることは，1789 年 7 月と 1790 年 10 月の奉答によって既に確
認済であった。それ故， 「1791 年以来， 必ずしも刑事訴追にまで至らずとも， 
国王による大臣の罷免を望むことによって，議会は一層更に一層の大臣への
不信任権 le droit de censurer un ministre を自らのものとしてきた。大臣の
政治責任は， 少なくとも幾らかの輪郭に関しては， このようにして予兆され， 
素描されてきたのである……。」167）
尤も，更に一歩進んで，大臣衆の政治責任それ自体が問われていた訳では
ない点に注目しなくてはならない。飽くまでも，奉答権はかかる責任を示唆
するに過ぎない。国王に対する「事実上の圧力」を懸念して，勅語奉答の制度
化は権力分立原則を侵害する恐れがあるとするカザレスは，諸権力間の或る
種の均衡を回復させる為に国王に解散権を付与する提案を行っていた168）。
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同輩の王党派人士から黙殺されたカザレスの発言は自身らの階級利益を損な
いかねない極めて不用意なものであった。勅語奉答は国王に対する法的拘束
力は一切伴わず，それ故大臣の「政治責任」なるものとは何の関係も持たな
い―大臣の政治責任における制度上の揺籃期は，飽くまでもかかる責任原
理を建前上は否定せざるを得なかった時期であったことが，銘記されるべき
である。大革命初頭の支配的階級利益が，かようなアンビヴァレンスを要請
したのである。確かに，エロ ・ード・セシェルが「賢明で有益な法律であり
……それはひょっとしたら国王の側に極めて有利な形で傾いているバランス
を正常化させるものであり，議会の掌中に世論の力のあらゆるものを置くこ
とによって議会の力を或る程度回復させるものである。」169）と省察する通
り，同条の規定は，議会意思にとっての武器ではあった。しかし，大臣の政
治責任―失権によってサンクションされる―原理との，原理的な結びつ
きはなかったのである。議会の大臣罷免権が規定された訳ではなく，また，
国王の議会解散権が規定された訳でもない。
さて，如上，大革命初期における大臣の政治責任の「萌芽」的地位は，勅
語奉答の置かれた地位に平仄を合わせたものとなっていることが分かる。
ネッケル復権を求めて，フランス憲政史上最初の勅語奉答が採択された際，
ムーニエとミラボーとの間で，勅語奉答の性格を巡る，フランス憲政史上最
初期の謂わば「学説」論争が生じた。両者の政治的思惟の対立の中にこそ，
フランス憲政の最初期における，大臣責任と権力分立論との揺れ動く原像を
見出すことが出来る。
ムーニエによる勅語奉答案提出より数日後，国王側が沈黙を守り続けるな
かで，ミラボーも新大臣不信任の奉答案を提出した170）。この奉答は明らか
に大臣の罷免を狙っていた171）。これに対して，7 月 13 日には自身が奉答提
案者となっていながら，ムーニエはミラボーによって提起された動議を指弾
した。「国王によって指名された大臣に対して信任を拒絶すること，それは
議会の側からしてみれば，間接的な形で国王に対してその大臣の罷免を義務
付けることである。議会におけるかかる権限は，自らの政敵を転ばせ，そし
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てその座に自らが就かんとする数多くの策動を生ぜしめよう。」172） この発言
から，ムーニエが勅語奉答の射程に関する明確な認識を有していたことが分
かる。彼は，議会の信任を欠いた大臣を切り捨てるよう国王に強いる強烈な
政治的コノテーションを明確に認識していた。ところが，ムーニエは政治責
任のイデーを理解していながら，権力分立の原則への帰依を棄てない。そし
て，自身の演説から当然に引き出されるような理解を，自身の理解ではない
として決定的に斥ける173）。その発言から，勅語奉答の政治的問責機能は明
らかなのに，発言者自身はかかる機能を頑として認めないのである。
ミラボーは反論した。権力分立の原理はかくも厳格な仕方で解されるべき
ものではない。諸権力の協働を或る程度は認めた方が便宜である， と174）。イ
ギリスの国制に心酔するミラボーは，刑事責任を大臣の政治責任のイデーか
ら峻別するに至っていた。彼は，責任の不在と刑事訴追との間に中間的段階
が設定される必要があると見た。「陰鬱な沈黙と血塗られた告発との間に，
諸君は如何なる間隔 intervalle も認めておらぬ。黙っているか処罰するか，
従属するか殴るか，これが諸君の制度なのである。私はといえば，告発する
前に警告することとしよう。卑しめる前に遠ざけるとしよう。彼らを重罪に
問う前に無思慮或いは無能の廉で辞職するよう勧めるとしよう。」175） かよう
にして，無責任と責任の過剰との間に，中間的な解決の方途が設定される。
つまり，大臣に関する議会の意見を国王に対して示すことである。1789 年 7
月 16 日の憲法制定国民議会におけるミラボーの雄弁は，後世の理論家たち
からその先進性を激賞される，当代一流の「学説」となる。デュヴェルジ
エ・ド・オーランヌは「同演説のこのパッセージにおいて，ミラボーは，稀に
見る洞察力を以て，代表制 gouvernement représentatif の最も繊細な問題，
しばしば無視されている二種の責任の間に存する深遠なる区別に触れてい
る。」176）と評価し，デュギは「ミラボーは，政治責任を刑事責任から明確な
形で区別していた。」177）と明言している。シモネに至っては，ミラボーは
「我々が今日閣僚の政治責任と呼んでいるものが，閣僚の専ら刑事的な責任
よりも優越するということを示している」178）と結論付けており，大臣責任の
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原理より見たるフランス議院内閣制の祖型がミラボーに求められることを示
唆している。尤も，ミラボーもまた，次のように強調する。かかるマニュー
バは国王の大臣選定罷免権への強制的拘束ではなく，選定罷免権行使の為の
情報提供に過ぎない，と。「我々は我々のデクレによって大臣の去就につい
て云々しようというのではありません。ただ単に，これこれの大臣について
の我々の言及に表された意見を示しているだけなのであります。」179）と， ミラ
ボーは念押ししている。無論，デュギやデュヴェルジエ・ド・オーランヌの勇
み足の断定180）とは逆に，そこでは厳密な意味での政治責任は問題となって
おらず，飽くまでも政治責任の萌芽形態が，憲法制定国民議会構成議員全体
の思念の上に薄雲の如く広くかかっているだけである。しかし，奉答の目的
が当該大臣の罷免であるのは隠しようがない。国王への「強制」と「圧力」
の距離―換言すれば，ミラボーは，議会による国務評定官への罷免権につ
いてではなく，不信任権に関して「明言」した。ここにこそミラボーの先進
性があり，フランス憲政最初期におけるイギリス憲政の影響を端的な形で読
み取ることが出来るのである。
結
如上，本稿においては，1789 年の大革命勃発から 1791 年の最初の憲法成
立に至る段階における大臣責任の動態を，あらまし「請願陳情書」「イギリ
スの国制の影響」「勅語奉答の位置づけ」という三つの分析軸から検討し
た。そこで観察されたのは，大臣責任の原初形態としての刑事類型的把握の
傾向および政治責任原理に対する自覚的否定の傾向である。この時期の政治
アクターにおける基本的思惟を大掴みに素描するのであれば，次のような特
徴を持つものとして小括されよう。
第一に， 「大臣 ministre」 と呼ばれる人物 （このministreという語は conseiller du 
Roi という語と多く互換的に用いられている）に対する強烈な不信感であり，旧体
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制下の害悪を挙げて 「大臣の専制」 に帰する言説が人口に膾炙していた181）。
国王個人の責任を問うという発想は，革命の主導権がジャコバン派によって
掌握されてゆくのに従って先鋭化する傾向であり，大革命期初頭においては
希薄である182）。寧ろ，旧体制とフランスの今日における諸悪の根源は大臣
にあるとの「君側の奸」としての大臣像183）こそが，一般的発想であった。
「大臣の専制」に対する警戒感は，大革命期における通奏低音となり，基本
的には，大臣の個人的行為に対する懲罰の要求という形で思惟が形成され，
また現象してゆくこととなった。
第二に，「権力分立 séparation des pouvoirs」に対する執着である。古典
的自由主義を能く表現する「立法権と執行権は混同されてはならない。……
分離は自由の源泉である。」184）という公式を聖別する眼差しと，大臣への不
信の眼差しとが同一の政治アクターから注がれたことによって，大臣責任の
理解は，刑事的な仕方で為される傾向が支配的となった。何故なら，大臣の
政治責任と厳格な権力分立とは緊張関係に入るからである。権力分立に対す
る執着は，その後の数十年間における度重なる憲法制定に際して，注意深く
大臣の政治責任を取り除き続けたのであった。
第三に，「権力分立」という標語の歪な理解である。「分離は自由の源泉で
ある」とされながら，かかる言説は立法権によって，立法権の為に，吐かれ
たものであった。立法権によるポジション・トーキングの体系化としての 1791
年憲法を評して，ミシェル・ヴェルポーは「根深い倒錯趣味が際立ってい
る。そこでは諸権力の間での真正の分立は組織されていない。諸規定の狙い
は，ただ立法府にとって利益になるような仕方で，重大な権力の内の幾つか
を挫くことにあったのである。」185）と述べている。無論，そもそも「権力分
立」が権力の「純粋な均衡」を意味するものとして当初より観念されていた
訳ではないという事柄は，既にモンテスキューにおいて確認されていること
は留意しておくべきであろう186）。
如上三様の思惟から，大臣の特殊な地位が帰結される。
すなわち，大臣が，実質的な政治的決定権を付与されないのにもかかわら
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ず「責任」のみを負わされる従属的な地位に置かれる状況の招来である。肥
大化する執行権の統制の原理として大臣の責任が強調される今日の文脈とは
正反対に，大臣権力に対する統制の必要性のみが語られることによって，か
かる状況が生成した。しかし，「権力と責任は密接に繋がっており，この二
つが別個のものに留まっているにしても，その密接な関係は不可分である。
観念および用語的な問題からすれば，この二つは番い couple であり，一方
が他方に至るものである。事実において，一方の提起は他方の一側面の提示
なのである。」187）という見方に立つ限り，実権不在の主体における責任の存
在を措定することは出来ない。本稿が分析した時期において，大臣の政治責
任は存在せず，存立する余地自体が，原理的次元において存在しなかったの
である。大臣はより上級と目される権限主体―君主ないしは民選議会―
の使用人でしかなく，それ故彼は政治責任の主体ではない。かような大臣が
自身の行為について上級権力からのサンクションに服する場合，そこでの
現象を「政治責任」という言辞を以て表現する用語法は適当ではないであろ
う。思考の適切な分節化の為に，ミシェル・トロペールに倣って，かかる現
象を「責任の追及」ではなく「階層的権力 pouvoir hiérarchique」188）の発露
と位置付け，「大臣の政治責任」の問題とは区別することが重要であろう。
かようにして，憲法制定国民議会下の支配的政治的思惟は，大臣を階層的
権力関係における従属位に置き，その責任原理としては専ら刑事責任原理の
みが是認されるという制度的現象形態に結実した。本稿の結論にあたって改
めて一言しておくべきは，かかる支配的動向が，完全に自覚的な形で生じて
いるという事実である。かかる事実を証拠づけるように，例えば，請願陳情
書は，大臣責任に関する当代の思惟に関して，些か乱雑で不統一な仕方では
あるものの，考えうる発想類型のほぼ全てを拾遺しているといってよい。紙
幅の都合もあり，本稿は大臣責任に関する請願陳情書のごく一部を引くに過
ぎないが，多様性の幅は十分推し量られよう。従って，1791 年のフランス
最初の近代憲法が成立する過程において既に，憲法制定国民議会に集う知識
階層は，刑事責任と政治責任との区別，或いは大臣責任における「幅」ない
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し「色彩の違い」を明確に認識出来る環境にあった。政治責任原理に関して
も，国王無答責原則のカウンターパートとしての性格，およびかかる性格を
担保する装置としての大臣副署制，そしてサンクションの一過程としての説
明責任等，責任原理の理解は，同原理における構成諸要素を其々明確に認識
したうえでの構造的理解が可能な情況が現出していたのである。かような前
提的状況の中で，大革命期初頭における刑事責任原理への偏重という支配的
傾向が成立した所以は，あらまし二点に在る。第一に政治アクターの精神態
度は，新時代の入り口において旧体制への怨嗟を「論理」ではなく「情念」
として表出させる。請願陳情書のそこここに見られる「悪しき大臣への懲
罰」の要請は，象徴的な言説である。ルイ・フェルステルが指摘するよう
に，正に，大臣の刑事責任の要求こそ，新時代の「曙光」であったのであ
る189）。尤も，統治機構に関する理論的検討も，隣国の国制から国家統治の
妙を学ぶ，といった賢慮に満ちた目配せも，かような時代の雰囲気とは次元
をやや異にする。第二に，政治アクターの自覚的な態度。創成期の天地創造
の逸話にも似て，新時代フランスを用意するありとあらゆる雑多な政治的思
惟を溶け込ませた赤熱のマグマが請願陳情書であるとすれば，1791 年憲法
は，憲法制定国民議会においてヘゲモニーを掌握していったブルジョワ階級
が，自身の階級的利益を自覚したうえで作り上げた，人工的作品，建造物で
ある。厳格に消極的な原理としての権力分立理解は，国家権力の組織化に関
する階級利益の基本的立場を表明しており，「分離は自由の源泉である」190）
とは，階級利益の公式化に他ならない。従って，かかる政治的教説を制度化
した 1791 年憲法が，その作者である支配的階級の利益に奉仕するものであ
るのは論を俟たない。大臣の政治責任の正面からの肯定（＝議会に大臣不信任
議決権のみならず直接的な大臣罷免権を付与する）は，その交換条件として国王の
何らかの権限強化，例えば解散権の付与・停止的立法拒否権の付与を肯定す
ることになりかねない191）。解答としての 1791 年憲法は，大臣の政治責任を
拒否することとなった。ブルジョワ利益が選び取る王権の保存は，その逆作
用として，議会におけるブルジョワ利益が，執行府の構成にまで直接的に及
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ぼすべき影響力を阻害する。国務諮問会議―「内閣」の dernier mot は， 制
度上王権に保持されている。してみれば，本章で扱われた政治的現象形態
は，如上第二の自覚的階級利益が，如上第一の無自覚的・通俗的精神を嚮導
する形で生成させた必然的結論であり，政治的マニューバとして正に選び取
られるべき必然的回答であったのである。
かようにして形成された大革命初期の大臣責任制の基本的特質は，その後
の現実政治の動態においても基本的に維持されてゆく。大掴みに見れば，第
3 章第 2 節に見たムーニエ―ミラボー間の見解対立の構図が維持され，ムー
ニエの理解をミラボーの理解に優越させてゆく形で，動態は推移してゆくの
である。当代の通説的権力分立理解を代表するムーニエの政治的思惟は，
時代の最先端を行くミラボーの権力分立論の薄雲を取り払う強風であった。
ムーニエの政治的思惟を強風たらしめるだけの追い風が，客観的与件として
存在した。第一に，1791 年 4 月 27 日―5月 25 日法律が，結局のところ法的
効果を付与されなかった，ということである。国王が勅語奉答（＝内閣不信任
案）に従うか否かは偏に御意次第であった。1792 年以降の憲政の動態は，勅
語奉答という政治的手法，すなわち憲政の議院内閣制的運用の不安定性を露
わに示し，大臣の政治責任という原理の地歩も危ういものとなる。頼むに足
らない手法と原理は見捨てられ，別の便宜な手法―刑事責任原理―に取
り換えられてゆく。大臣の副署による責任の転移という，大臣責任制に好適
の発想が受容されていながら，転移される責任の受け皿として，大臣の政治
責任原理が確立されていなかった。国王のアクトに対する副署によって大臣
が引き受けるべき 「責任」 と 「刑事責任」 に他ならない， と解されるほかな
かったのである192）。憲法制定国民議会以降の大革命の諸段階に対する検討
は，大革命期に形成されたフランス大臣責任制の原像を全体として把握する
うえで本質的に重要な問いかけであり，本稿筆者に残された課題である。か
かる課題への検討を他日に期しつつ，筆を擱くこととしたい。
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は， 史的・理論的側面からする幾つかの重要な先行研究が存在する。代表的なもの
として，Raymond Lindon et Daniel Amson, La Haute Cour, 1789–1987, PUF, 1987. ; 
Philippe Ségur, La responsabilité politique, Que-sais-je ?, PUF, 1998. ; Nathalie Havas, 
La responsabilité ministérielle en France, Contribution à une approche historique des 
responsabilités politique et pénale des ministres de la Révolution de 1789 à la Ve Répu-
blique, thèse, Dalloz, 2011. などがある。また，我が国における先行研究としても，
山本桂一「フランスの司法高等法院 Haute Cour de Justice―フランスにおける政
治的裁判のための憲法的機構の考察―（一）（二）（三）（四）」『国家学会雑誌』（74 巻
3・4 号～7・8 号，1961 年），高橋泉「閣僚の政治責任―刑事責任との交錯をめぐ
る議論から―（一）（二）」『上智法学論集』（45 巻 1 号，2 号，2001 年），拙稿「第
三共和制下高等院と『主権的権限』―フランスにおける責任追及の特殊政治的形
態の観察と検討」『早稲田法学会誌』（65 巻 1 号，2014 年），橋爪英輔「フランス憲
法における閣僚裁判権―高等法院制度の展開と特徴」『法学政治学論究：法律・政
治・社会』（107 巻，2015 年）などがある。本稿は，これら内外の諸先行研究の上に
成り立つものである。また，本稿の主題とする大革命期の大臣責任制に関する，我
が国における古典的業績の内，とりわけ以下から示唆されるところ大であったこと
を記しておきたい。今井威「フランスにおける議院内閣制の成立前史」『阪大法学』
（17 号，1956 年）1～28 頁，とりわけ 1～16 頁。野村敬造『権力分立に関する論攷』
（1976 年，法律文化社）156～188 頁。
 2）　例えば，ルイ 14 世治下におけるフーケの一件に関して，例えば，Daniel Amson, 
La responsabilité politique et pénale des ministres de 1789 à 1958, Pouvoirs, no 92, 
2000, p. 32.
 3）　Michel Verpeaux, La naissance du pouvoir réglementaire. 1789–1799, thèse Univer-
sité de Dijon, 1987, préf. M. Fromont, PUF, 1991, p. 19.
 4）　例えば清宮四郎は，「多くの学者は，内閣の責任を説く場合，これを『法上の責
任』と『政治上の責任』との二つに分かち，法上の責任とは，その行為に対して，
法上の制裁が課されること，例えば，弾劾に服することを意味し，これに対して，
政治上の責任とは，その行動について，批判を受け，不利益の結果を引き受けるこ
とを意味するとなす。そうして，弾劾制度を認めない，わが憲法における内閣の責
任は，法上の責任ではなく，政治上の責任であるという。」と述べている。弾劾制度
において問われるところの「法上の責任」なるものが額面通り「法的」責任（例え
ばその典型が刑事責任である）であるか否かがそれとして一個の重大問題であり，
本稿の検討の俎上におけるフランス大臣責任制では「法上の責任の機能的な意味に
おける政治的性格」が顕在化している訳であるが，取り敢えず今日における最も形
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戻らないときは，国王は王位を放棄したものとみなされる。―この期間は，立法
府の声明が会議場で公表された日から起算される。大臣は， その責任において， 国王
の不在期間中停止されている執行権のあらゆる行為を行わなければならない。」  訳
文は辻村・糠塚・前掲書 201 頁に拠った。これらの条項に関する議会審議に関し
て，AP, 1re série, t. XXVIII, séance du 16 juill. 1791, p. 377.
111）　AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 1791, p. 720.
112）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 13 juill. 1789, p. 223.
113）　Ibid., p. 224.
114）　「執行権はその大臣を指名する権限を有しています。……しかし，輿論は執行権を
嚮導すべきです。……公の信任を得ている人物を，公の信任を得られ得ず，決して
得られる筈もない人物を以て置き換えることの悪，これこそ執行権が自ら為してい
ることなのであります。この悪について，国王に対して決然伝えようではありませ
んか。」Ibid.
115）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 13 juill. 1789, pp. 225–226.
116）　「勿論国王はその大臣を代える権限を有している。しかし，軽率な大臣たちがフラ
ンス全体のことを放ったらかしにしていることの危険性を国王に告げ知らせないと
したら，国民代表者たちは自らの義務の全てを果たしていることになるのであろう
か？」Ibid., p. 223. ;「国王は，その評定官の構成と解散とに関して支配者の地位に
ある。国民は大臣を任命すべき地位にあらず，ただその証言によって信任或いは不
信任を表明しうるのみである。」Ibid., p. 227.
117）　Ibid., p. 229.
118）　「国民の代弁者たる国民議会は，宣言する。ネッケル氏は，その他先だって罷免さ
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れた大臣衆と同様に，その尊厳，その無念と共に去った。……宣言する。陛下の現
在の大臣と評定官たちは，彼らが如何なる位階を有し，如何なる職務に就いていよ
うとも，現に存し，またこれから齎されるであろう悪の全てに関して個人的に責任
を負っていると……」Ibid., pp. 229–230.
119）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, p. 245.
120）　この事件に関しては，とりわけ以下を参照，Prosper Duvergier de Hauranne, 
Histoire du gouvernement parlementaire en France (1814–1848), 2e éd., Michel Lévy 
Frères, 1870., t. I, pp. 96–102. ; G. Glénard, op. cit., pp. 681–685.
121）　AP, 1re série, t. XIX, séance du 19 oct. 1790, pp. 714–715.
122）　「……国家の現状と，政府の実力の失墜を招きたる大臣に対する人民の不信任とに
鑑みて， 先の措置を決定したる国民議会は， 公の秩序の復旧に対して， 法の執行と憲
法の完成に対して大きな障害をなしている大臣に対して人民が抱いている不信の念
を陛下にお伝えする為，王の面前より議長が暇をする旨，布告する。」Ibid., p. 715.
123）　Ibid.
124）　Ibid., p. 732.
125）　「従って私は，非難されるべき大臣に対して攻撃を加える手段とは，彼に対して精
確且つ正式の告訴を行うことでしかない，と考えるのであります。」Ibid., p. 716. ; ア
ベ・ド・ジャクマール曰く「もし諸君が大臣衆を罪有るもの coupables と信じるので
あれば，諸君らの掌中には彼らの行きすぎを抑え，彼らの不正行為を罰する為の
極めて精確な手段がある訳であります。責任を後見する法 la loi tutélaire de la res-
ponsabilité を執行させ，彼らを裁かせる，これらに関する議論の余地のない権限を諸
君は有している訳であります。……しかし，曖昧な疑いに基づいて―もしかした
らそこで疑いがかけられているというのは打算ずくでのことかもしれないのです―， 
国王に対して彼が諸君らに与える義務のない満足を要求するようなことまでするよ
うではいけません。」Ibid., p. 735.
126）　AP, 1re série, t. XIX, Ann. à la séance du 20 oct. 1790, p. 738.
127）　AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, p. 729.  ムヌウは念を押している。「委
員会は，大臣を任命する権限が国王にのみ属するということを忘却している訳では
ない。しかし， 委員会は， 真実を知らしめることが自らの義務であり， 自らに付託さ
れた職務の中で最も神聖なものかもしれないということを知っているのだ。」Ibid., 
p. 714.
128）　Ibid., p. 733. バルナーヴに関してはとりわけ以下を参照， F. Furet, Barnave, F. Fu-
ret et M. Ozouf, Dictionnaire critique de la Révolutuon française, vol. II ; Acteurs, 
Flammarions, 1992, pp. 37–52.
129）　AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, p. 734.
130）　この意味におけるものとして，とりわけ以下を参照，H. Simonnet, op. cit., p. 64.
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憲法制定国民議会或いはフランス大臣責任制の原像
131）　ル・シャプリエは以下のように修正を提起した。「モンモラン氏は，証言を受けて以
来， 公の信任を失っていない旨， 国民議会は宣言する。」 AP, 1re série, t. XIX, séance 
du 20 oct. 1790, pp. 735–736.
132）　Ibid., p. 737.
133）　4委員会による提案は 403 対 440 の多数にて否決された。Ibid.
134）　AP, 1re série, t. XIX, Ann. à la séance du 22 oct. 1790, p. 764.
135）　「……今となっては，我らは陛下に対して，国家の為として別の大臣を選ぶことが
彼らを利することになってしまうのではないか，とお気づかい頂くよう哀願するし
かないのであります。」Ibid.
136）　Ibid.
137）　AP, 1re série, t. XIX, Ann. à la séance du 22 oct. 1790, pp. 764–765.
138）　Ibid., p. 765.
139）　L. Duguit, op. cit., p. 364. ; André Castaldo, Les méthodes de travail de la Consti-
tuante. Les techniques délibératives de l’Assemblée Nationale 1789–1791, PUF, 1989, 
p. 367.
140）　AP, 1re série, t. XX, séance du 10 nov. 1790, pp. 353–369.
141）　Ibid., p. 354.
142）　ラ・トゥール＝ド＝パンは 1790 年 11 月 11 日に辞任した。この点に関してとりわけ
参照，Benoit Yvert （dir.）, Dictionnaire des ministres (1789–1989), Librairie académi-
que Perrin, 1990, pp. 64–65.
143）　シャンピヨン・ド・シセは，1790 年 11 月 21 日に辞任を表明した。見よ，Albert 
Soboul, Histoire de la Révolution français, t. I ; De la Bastille à la Gironde, Gallimard, 
1962, p. 203.
144）　サン＝プリーストは 1790 年 12 月 26 日に辞職を表明した。見よ，B. Yvert, op. cit., 
p. 83.
145）　デュギは，この勅語奉答について「議会は一般原則，憲法上の原理を打ち立てよ
うとなどは少しも望んでおらず，ただ単に例外的な状況の中で一縷の望みを抱いた
に過ぎない。」と考察している。L. Duguit., op. cit., pp. 358–359. ; デュヴェルジエ・
ド・オーランヌは次のように説明している。「かかる決議を採択することで，例外的
な情況において例外に訴えることが出来ると信じ，宣戦布告に答えるに宣戦布告を
以てしたのである。」P. Duvergier de Hauranne, op. cit., 1870, t. I, p. 93.
146）　AP, 1re série, t. XXIII, séance du 7 mars 1791, p. 724.
147）　P. Duvergier de Hauranne, op. cit., p. 102. ; Philippe Lauvaux, Les grandes démo-
craties contemporaines, 3e éd., PUF, 2004, pp. 227–228.
148）　Gérard Sautel et Jean-Louis Harouel, Histoire des institutions publiques depuis la 
Révolution française, 8e éd., Dalloz, 1997, p. 48.
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149）　「責任という表現に関しては，或る種の不評が広まっているところであります。こ
のような思い込みは，諸イデーを混同した結果なのであります。……無能或いは懈
怠，これは悪しき意図から生み出されるものではなく，或いはそれが仮に疑わし
い，悪しき意図を伴ったものであったとしても，これは消極的な作用しか演じるこ
とはありません。つまり，大臣が無能或いは懈怠を示したとしても，それはその大
臣に対して公の不評を与えるだけであり，或いは国王に対してその大臣の無能或い
は悪しき意図について注意を促す立法府の請願を生起させるだけであります。責任
とはこれとは全く別のものであります。責任は諸々の作為に対して問題とされま
す。責任は，憲法或いは法律に対して，市民の自由と財産に対して，何らかの侵害
を為す行為を可能とした全ての大臣をして，公金の浪費を可能とし，或いは助長し
た全ての大臣をして，刑罰に服せしめるものであります。」Ibid., p. 720.
150）　N. Havas, op. cit., p. 131.
151）　Ibid., p. 719.
152）　Nathalie Havas, La responsabilité ministrielle en France, Contribution à une ap-
proche historique des responsabilité politique et pénale des ministres de la Révolution de 
1789 à la V e République, 1re prix de Thèse du Sénat, 2011, Dalloz, p. 131.
153）　この「ゾッとするような巨大な権限は……最も野蛮な時代において存在したもの
だ。この権限は最も暴力的な専制時代において行使されたものであり，この権限は
人間の心の中にのみ刻み込まれ，行使されたのである。自由の支配する今の時代に
おいて，どうしてそれを法文の中に刻み込むというのか？」AP, 1re série, t. XXIII, 
séance du 7 mars 1791, p. 726.
154）　Ibid., p. 727.
155）　この，制憲準備委員会による内閣の組織に関するデクレ案に関する審議について
は，AP, 1re série, t. XXIV, séance du 6 avr. 1791, pp. 602–612.
156）　第 28 条；「立法府は国王に対して，国王がその大臣の行状について判断するのを
容易ならしめる為の所感を提出し得， 国王に対してその大臣が国民の信任を失ってい
る旨宣言することさえ出来る。」 AP, 1re série, t. XXV, séance du 27 avr. 1791, p. 360.
157）　「大臣の刑事責任と民事責任とについて入念な仕方で組織しつつ，デムーニエに
よって組織された政権準備委員会は政治責任についても考慮に入れていた……」P. 
Duvergier de Hauranne, op. cit., t. I, p. 102. ；「この条項の採択に際して国民議会で為
された議論の中で閣僚の政治責任について問題とされていたということは極めて明
白な形で結論付けられる。」Ph. Lauvaux, op. cit., pp. 227–228.
158）　L. Duguit, op. cit., p. 367. ; Raymond Carré de Malberg, Contribution à la théorie 
générale de l’Etat, rééd., Dalloz, 2004, t. II, p. 837. ; H. Simonnet, op. cit., p. 71. ; M. 
Deslandres, op. cit., p. 119. ; J. Collas, op. cit., p. 45. ; M. Troper, supra note 58, 
pp. 73–74.
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憲法制定国民議会或いはフランス大臣責任制の原像
159）　「……委員会の考えにおいては……1791 年 4 月 25 日法律第 28 条は国王に対して
立法府が最早信任を与えていない大臣の罷免を何ら義務づけるものではなく，第 28
条は立法府に対して単なる奉答権，請願権を与えるものであり，これらは権限では
あるが，即時的にサンクションを伴うものではない。一言で言ってしまえば同条は
政治責任に関しては何ら規定することがない。」L. Duguit, op. cit., p. 368. ;「この法
文は大臣の議会に対する政治責任を規定しているようにも見える。しかし，その採
択に至る審議は実をいうと極めて混乱したものであったが，その審議から次のこと
が帰結される。すなわち，制憲議会議員の考えにおいては，第 28 条は大臣に対する
国王への奉答権しか立法府には与えておらず，その結果として，議会は国王に対し
て或る大臣を罷免するよう義務づけることは得ない， ということである。」R. Carré 
de Malberg, op. cit., t. II, pp. 39–40.
160）　「議会に認められた権限は極めて強力なものとも，極めて弱々しいものとも映る。
議会は常に政府を批判出来，政府との間で紛争を引き起こすことも，大臣の権限を
弱体化させることも出来た。しかし，議会は，無能な大臣を確実に罷免出来た訳で
はなく，自らが惹起しうる罷免に責任を負っていた訳でもない。」M. Deslandres, 
op. cit., p. 119.
161）　「左派は大臣を議会に従属させようとした。それ故，奉答権については等閑に付
し，犯罪を構成し大臣の告発に至りうる要件の数を増やそうとした。逆に，大臣選
定権が国王専管に留まることを欲していた右派は，告訴権の行使を容易ならしめる
ような規定に対しては如何なる手段を以てしても反対し，奉答権を支持した。右派
は，奉答権が実効性に乏しいことを理解していながら，この奉答権が議会にとって
必要不可欠な特権を構成するかの如く装っていたのである。」M. Troper, supra note 
58, pp. 73–74.
162）　AP, 1re série, t. XXIV, séance du 6 avr. 1791, p. 611.
163）　Ibid.
164）　M. Troper, supra note 58, p. 75.
165）　「諸君が国王に対して大臣たちは国民の信任を得ていない旨お伝えする，このこと
が望まれている訳です。さて，提案者が考えているような，我々が考えているよう
な，この宣言が大臣たちを罷免する命令であるとすると，そのとき憲法は変質し，
諸権力は混同され，国民議会は専制者となる。このような仮説が成り立ちます。或
いは別の仮説も成り立ちます。我々から如何なる奉答を受けようとも，国王は彼の
大臣たちをして職務に留まらせることが出来る，と。そうしたらそのとき我々は間
違ったアプローチを採り，慎重さも尊厳もなく振る舞い，我々は自身が罷免出来な
いことを知りながら諸官吏に対する不信任を表明することで執行権からの命令に不
服従を表明し，力なき怨嗟と従われることもない望みを表明したという誤りを一身
に受ける，こういうことになるのか。このようなジレンマからは抜け出せそうにあ
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りません。」AP, 1re série, t. XIX, séance du 20 oct. 1790, p. 730.
166）　制憲準備委員会によって提出された第二次デクレ案に第 28 条を再度規定するよう
主張した際，ブゾは，奉答権は立法府に対して，国王の大臣の「罷免を要求する」
ことを可能にするものだと述べていた。それ故，そこで問題とされていたのは単純
な請願であり，制憲議会議員はこの奉答権の行使の結果に関して，それ以上のもの
を要求するところまでは進んでいなかったのである。AP, 1re série, t. XXIV, séance 
du 6 avr. 1791, p. 610. ; ブゾによる提案を支持して，グピル＝プレフェルンは，もし
国王が奉答の対象となっている大臣を罷免しなければ，続く会期における動揺の宣
言によって，強制的に当該大臣の職務を中断させる，このような規定を置くことに
よって議会の権限を増大させることを望んだ。Ibid., pp. 610–611. このようなグピ
ル＝プレフェルンの提案は第 28 条規定の権限には法的な帰結が用意されていなかっ
たことを暴露している。この点に関しては，とりわけ，M. Troper, supra note 58, p. 74.
167）　G. Sautel et J.-L. Harouel, Histoire des institutions publiques depuis la Révolution 
française, 8e éd., Dalloz, 1997, p. 48.
168）　Ibid.
169）　AP, 1re série, t. XXXIX, séance du 22 févr. 1792, p. 11.
170）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, pp. 240–242.
171）　「陛下，陛下は何時になったら陛下の評定官たちが陛下を引き入れようとしている
破滅の道に思いを致されるのでしょうか……」Ibid., p. 242.
172）　Ibid.
173）　「諸権力の結合を挫かなくてはならない。国民議会が執行権と立法権とを混同する
ようなことがあってはならない。」Ibid., p. 243.
174）　Ibid.
175）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, p. 243.
176）　P. Duvergier de Hauranne, op. cit., t. I, p. 95.
177）　L. Duguit, op. cit., p. 360.
178）　H. Simonnet, op. cit., p. 55.
179）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 16 juill. 1789, p. 243.
180）　「実際の所，国王は……大臣連が議会の信任を得なくてはならないということを認
識していた。そして，政治責任の原理は，それが認識され，理解される être recon-
nu et compris に先立って，実施されるのを見たのである。」P. Duvergier de Hau-
ranne, op. cit., t. I, p. 96. ;「そういう訳で，早くも 1789 年 7 月には，議会の決議に基
づいて，国王によって或る内閣が辞職させられ，新たな内閣が樹立された。これは
閣僚の政治責任の実施なのである。」L. Duguit, op. cit., p. 360.
181）　André Desjardins, Les Cahiers des Etats Généraux en 1789 et la législation crimi-
nelle, Pedone-lauriel, 1883, p. 167.
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憲法制定国民議会或いはフランス大臣責任制の原像
182）　国王に対する敬慕と大臣への警戒は，アルヒーフ・パルルマンテールの正に冒頭に
おいて述べられている。「……何れの地方も，力を以て力をはねのける用意が出来て
いる。何れの地方も，これまでと変わらぬ国王への愛慕の情を以て国王の下に結集
しているのである。しかも，大臣たちに対する憎悪と猜疑の念を以て結集している
のである。」AP, 1re série, t. I, p. 19.
183）　この事情について，フランシスク・ペランは，「全ての害悪についての責任があ
り，全ての重罪についての責任があり，それ故，あらゆる災厄に対して捧げられる
贖罪の山羊，それが大臣の権力であった。」と強調している。Francisque Perrin, De 
la reponsabilité pénale du Chef de l’Etat et des ministres en France depuis la chute de 
l’Ancien régime jusqu’ à nos jours, thèse Grenoble, imprimerie Allier frères, 1900, 
p. 5.
184）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 7 sept. 1789, p. 589.
185）　Michel Verpeaux, 1791, première Constitution française ?, RFDC 1993, p. 17.
186）　「しかし，自由な国家においては，立法権力は執行権力を抑止する権利をもつべき
ではないにしても，自分が作った法律がどのような仕方で執行されたかを審査する
権能をもっているし，またもつべきである。」前掲『法の精神（上）』301 頁。
187）　D. Baranger, op. cit., pp. 25–26.
188）　M. Troper, supra note 108, p. 50.  階層的権力の関係とは，そもそもはトロペール
が執政政府期における執政と大臣との関係を性格規定する為に用いた概念である。
しかし， 「執政」 を 「国民議会」 に挿げ替えれば， 基本的な政治権力の布置は憲法制
定国民議会においても同断である。それ故，憲法制定国民議会期における大臣責任
制の認識枠組みとして，かかるトロペールの語彙を用いることもまた，許されるで
あろう。
189）　L. Ferstel, op. cit., p. 6.
190）　AP, 1re série, t. VIII, séance du 7 sept. 1789, p. 589.
191）　H. Simonnet, op. cit., p. 124.
192）　大臣による副署には，国王署名の認証という純然たる形式的・法的機能（＝国王
アクトの法的効果発現要件としての）と，国王アクトによる帰結に対する大臣によ
る責任の裏書という実質的・政治的機能との二つがあるという理解は，国民公会に
おいても確認されている。AP, 1re série, t. XLIV, séance du 5 juin 1792, p. 596.
（本稿は，2017 年度南山大学パッヘ研究奨励金 I-A-2（特定研究助成・一般）に
基づく研究成果である。）
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